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はじめに 

本調査は、科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」に関与する研究組

織や研究者・行政官・実務家（以下「政策科学関係者」という）の間でコミュニティを形成・

拡大し、成果の発信や新しい利活用の方法、データの改善等について意見交換を行うことで、

更なる利用者層の拡大やデータの質の向上等への取組を継続かつ発展させていくことを目

的とし、国内の関係者（研究者や行政官等）のニーズを確認しつつ、国内外の先進事例につ

いても調査を行い、政策科学データプラットフォームの在り方と当該プラットフォームを

継続して運営していくための方法を検討した。 

国内の研究者からは多様なニーズが出され、また国内外先進事例からは多くの示唆を得

た。本調査においては、検討委員会を設置したが、委員の皆様からも多くのご助言をいただ

き、本紙面を借りてご協力いただいた皆様に御礼を申し上げたい。 

本調査が今後の政策科学データプラットフォームにお役に立てれば幸いである。 
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1. 調査の概要 

1.1 調査の目的 

事業開始後 11 年を経過した科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」

推進事業（SciREX 事業）では、事業の一環として「調査、分析、研究に活用するデータを

体系的かつ継続的に蓄積し、科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」に

資するデータ基盤を構築」することを掲げ、データ基盤の整備を行ってきた。事業終了後も、

データ・情報基盤を広く外部に提供するとともに、科学技術イノベーション政策における

「政策のための科学」に関与する研究組織や研究者・行政官・実務家（以下「政策科学関係

者」という）の間でコミュニティを形成・拡大し、成果の発信や新しい利活用の方法、デー

タの改善等について意見交換を行うことで、更なる利用者層の拡大やデータの質の向上等

への取組を継続かつ発展させていくことが重要であり、データを通じた政策科学関係者間

の連携、研究者と行政機関との共進化等を積極的に進めていくべきと考えられる。 

本調査では、これまで整備してきたデータとは別に、行政機関や大学等が蓄積してきた科

学技術イノベーション政策における「政策のための科学」に資する調査研究等の成果を、機

械判読可能なデータとして共用する政策科学データプラットフォームの在り方と当該プラ

ットフォームを継続して運営していくための方法を検討するため、こうした政策科学デー

タプラットフォーム構築に係るニーズを調査するとともに、国内外の政策科学データプラ

ットフォームの先進事例の調査を行った。 

1.2 調査全体の流れ 

以下の様に調査を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2-1 調査全体の流れ 
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1.3 調査の内容と進め方 

以下の様に調査を実施した。 

1.3.1 第１回および第２回検討会議の開催 

(1) 開催日時・形式 

第１回：2022 年 11 月 8 日 19：00～21：00（オンライン形式） 

第２回：2023 年 3 月 9 日 19：00～21：00（オンライン形式） 

 

(2) 参加者 

【検討委員】＊五十音順 

文部科学省科学技術・学術政策局 局付         赤池 伸一 

政策研究大学院大学 専門職              安藤 二香（第１回のみ） 

政策研究大学院大学 専門職              佐野 仁美 

科学技術・学術政策研究所 データ解析政策研究室長   林 和弘 

政策研究大学院大学 教授               林 隆之 

【文部科学省】 

文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発課 企画官  小野山 吾郎 

文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発課 係員   黒田 玄 

【未来工学研究所】 

政策調査分析センター 主席研究員           小沼 良直 

政策調査分析センター 主任研究員           田原 敬一郎 

政策調査分析センター 主任研究員           野呂 高樹 

政策調査分析センター 研究員             山本 智史 

 

(3) 主な検討内容 

 主な検討内容 

第１回 

〇構築すべき政策科学データプラットフォームについて 

 ・データプラットフォームの目的や利用の考え方 

 ・整備すべきデータの種類や内容 

 ・データ構築の主体（考えられるパターン） 

〇調査の実施方針について 

 ・関係者に対する予備調査についての意見等 

 ・国内における先進事例の調査についての意見等 

 ・海外における先進事例の調査についての意見等 
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 主な検討内容 

第２回 

〇調査結果の分析結果について 

 ・研究者に対するニーズ調査から得られた示唆 

 ・国内における先進事例の調査から得られた示唆 

 ・海外における先進事例の調査から得られた示唆 

〇政策科学データプラットフォームについての在り方の検討 

 ・整備すべきデータの検討 

 ・データの収集方法の在り方 

 ・データの公開方法の在り方 

 ・データ構築の主体（考えられるパターン） 

 

 

1.3.2 関係者に対する予備調査 

以下の様にヒアリング調査を実施した。 

(1) 研究者に対するニーズ調査 

1）調査実施期間 

2023 年 1 月 26 日～2 月 15 日 

2）調査対象者 

①SciREX 事業における基盤的研究・人材育成拠点の研究者 

拠点大学 氏名・所属・役職 

政策研究大

学院大学 

隅藏 康一（政策研究科 教授） 

鈴木 潤（政策研究科 教授） 

東京大学 城山 英明（未来ビジョン研究センター センター長、公共政策大学院 教授、

法学政治学研究科 教授） 

柴山 創太郎（未来ビジョン研究センター 教授） 

一橋大学 青島 矢一（経営管理研究科経営管理専攻イノベーション研究センター セ

ンター長／教授、経営管理研究科経営管理専攻 教授、商学部 教授） 

吉岡 徹（経営管理研究科経営管理専攻イノベーション研究センター 講師、

経営管理研究科経営管理専攻 講師、商学部 講師） 

大阪大学 標葉 隆馬（大阪大学・社会技術共創研究センター 准教授） 

京都大学 川上 浩司（大学院医学研究科 教授） 

九州大学 永田 晃也（経済学研究院教授、科学技術イノベーション政策教育研究セン

ター長） 

小林 俊哉（科学技術イノベーション政策教育研究センター准教授） 
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②JST-RISTEX「科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラム」の公

募型研究プロジェクトに参画した経験のある（現在参加している者を含む）研究者 

氏名・所属・役職 プロジェクト名 

調 麻佐志（東京工業大学 リベラルアー

ツ研究教育院 教授） 

システム・デザインの手法による科学技術の

社会インパクトの可視化と共創システムの基

本設計（代表） 

小泉 周（自然科学研究機構 研究力強化

推進本部 特任教授／統括 URA） 

研究力の「厚み」分析による社会インパクトの

予測と政策評価手法の開発（代表） 

横野 恵（早稲田大学社会科学部 准教

授） 

イノベーションを支えるデータ倫理規範の形

成 

 
③その他の科学技術イノベーション政策研究に関わる研究者 

所属大学 氏名・所属・役職 

一橋大学 七丈 直弘（商学部 教授） 

亜細亜大学 林 聖子（都市創造学部 都市創造学科 教授） 

3）調査内容 

 調査内容 

必要なデータは

何か 

〇どのようなデータを整備すべきか（必要としているか） 

 ・データの使用目的と必要なデータの種類 

  〔整備すべきデータの使用目的の例〕 

  ①国全体の科学技術・イノベーションの状況をモニタリングでき

るデータ 

  ②国などの政策に関する取組みと効果に関するデータ 

  〔考えられるデータの種類の例〕 

  ①国などによる統計データ 

  ②国などからシンクタンクに委託した調査報告書 

  ③シンクタンクや大学等の研究機関による独自の調査報告書 

  ④国などの計画、戦略や事業に関する実施報告書やレビュー 
 ・必要なデータのレベル（報告書レベル、集計結果レベル、個票レ

ベルなど） 

 ・データに関して日常業務で困っていること 

〇今現在、どのようなデータベースを利用しているか？ 

 ・各所属組織の中で、現在どのようなデータベースを利用している

か？ 

政策科学データ

プラットフォー

ムに利用（公

開）に対するニ

ーズ 

〇データプラットフォームの利用（データの公開方法）に対するニー

ズ 

 ・データの公開方法（報告書レベル、集計結果レベル、個票レベル

など） 
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(2) 科学技術・イノベーション政策を学んだ卒業生に対するニーズ調査 

1）調査実施期間 

2023 年 2 月 7 日～2 月 14 日 

2）調査対象者 

卒業した大学 氏名・所属・役職 

大阪大学 加納 寛之（科学技術振興機構研究開発戦略センター） 

九州大学 前嶋 了二（中村学園大学流通科学部 准教授） 

一橋大学 山口 晃（科学技術・学術政策研究所第 1 研究グループ 研究員） 

 

3）調査内容 

 調査内容 

必要なデータは

何か 

〇どのようなデータを整備すべきか（必要としているか） 

 ・データの使用目的と必要なデータの種類 

  〔整備すべきデータの使用目的の例〕 

  ①国全体の科学技術・イノベーションの状況をモニタリングでき

るデータ 

  ②国などの政策に関する取組みと効果に関するデータ 

  〔考えられるデータの種類の例〕 

  ①国などによる統計データ 

  ②国などからシンクタンクに委託した調査報告書 

  ③シンクタンクや大学等の研究機関による独自の調査報告書 

  ④国などの計画、戦略や事業に関する実施報告書やレビュー 
 ・必要なデータのレベル（報告書レベル、集計結果レベル、個票レ

ベルなど） 

 ・データに関して日常業務で困っていること 

〇今現在、どのようなデータベースを利用しているか？ 

 ・各所属組織の中で、現在どのようなデータベースを利用している

か？ 

政策科学データ

プラットフォー

ムに利用（公

開）に対するニ

ーズ 

〇データプラットフォームの利用（データの公開方法）に対するニー

ズ 

 ・データの公開方法（報告書レベル、集計結果レベル、個票レベル

など） 
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(3) 行政官に対するニーズ調査 

1）調査実施期間 

2023 年 1 月 26 日～2 月 27 日 

 

2）調査対象者 

所属機関 氏名・所属・役職 

内閣府 生田 知子（科学技術・イノベーション推進事務局 参事官（大学改革・

ファンド担当）） 

デジタル庁 中川 尚志（統括官付参事官付企画官） 

つくば市 藤光 智香（政策イノベーション部 部長） 

文部科学省 濵﨑 拓郎（研究振興局参事官（情報担当）付 学術基盤整備室オープ

ンサイエンス振興係） 

 

3）調査内容 

 調査内容 

必要なデータは

何か 

〇どのようなデータを整備すべきか（必要としているか） 

 ・データの使用目的と必要なデータの種類 

  〔整備すべきデータの使用目的の例〕 

  ①国全体の科学技術・イノベーションの状況をモニタリングでき

るデータ 

  ②国などの政策に関する取組みと効果に関するデータ 

  〔考えられるデータの種類の例〕 

  ①国などによる統計データ 

  ②国などからシンクタンクに委託した調査報告書 

  ③シンクタンクや大学等の研究機関による独自の調査報告書 

  ④国などの計画、戦略や事業に関する実施報告書やレビュー 
 ・必要なデータのレベル（報告書レベル、集計結果レベル、個票レ

ベルなど） 

 ・データに関して日常業務で困っていること 

データの収集に

おける問題や課

題 

〇データ収集における問題・課題 

 ・所属する組織におけるデータ収集の問題や課題 

 ・継続的にデータ収集（定点観測）することの容易性、問題や課題 

〇政策科学データプラットフォームにおけるデータ収集の在り方につ

いての意見等 

 ・どのような体制でデータの収集を実現すべきか 

 ・それを管轄する組織体制はどうあるべきか（組織の壁を含めて） 
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 調査内容 

データの公開に

おける問題や課

題 

〇データ公開における問題・課題 

 ・所属する組織におけるデータ公開の問題や課題 

〇政策科学データプラットフォームにおけるデータ公開の在り方につ

いての意見等 

 ・どのような体制でデータの公開を実現すべきか 

 ・それを管轄する組織体制はどうあるべきか（組織の壁を含めて） 

 ・データに関する問い合わせ対応をどのような体制で実施すべきか 
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1.3.3 国内における先進事例の調査 

以下の様にヒアリング調査を実施した。 

(1) 調査実施期間 

2023 年 2 月 3 日～2 月 27 日 

(2) 調査対象機関と主な特徴 

調査対象機関 主な特徴 

内閣府エビデン

スシステム 

e-CSTI1 

・大学等の研究機関における「研究力」、「教育力」、「資金獲得

力」を高めていくことが喫緊の課題となっているが、多種多様な要

素が複雑に影響を及ぼしていると考えられる中、エビデンスに基づ

く分析機能を向上させ、分析結果を政策立案に活かしていくことに

より政策効果を高めていくことを目的として、大学等の研究機関に

おける「研究」、「教育」、「資金獲得」に関するエビデンスを収

集し、インプットとアウトプットの関係性を「見える化」するため

の各種分析機能を開発し、関係省庁や国立大学・研究開発法人等の

関係機関に対して分析機能・データを共有するプラットフォームと

して e-CSTI（Evidence data platform constructed by Council for 

Science, Technology and Innovation）を構築した。 

国立情報学研究

所 研究データ

基盤（NII 

Research Data 
Cloud）2 

・研究データのライフサイクルを支える基盤として、2017 年から NII

研究データ基盤（NII Research Data Cloud：NII RDC）の開発を開

始した。NII RDC は、研究データの管理基盤（GakuNin RDM）、

公開基盤（WEKO3）、検索基盤（CiNii Research）から構成され、

2021 年から本格運用を開始している。 

東京大学社会科

学研究所附属社

会調査・データ

アーカイブ研究

センター3 

・東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セン

ターは、我が国における社会科学の実証研究を支援することを目的

として、SSJ データアーカイブ（Social Science Japan Data 

Archive）を構築、個票データの提供を 1998 年 4 月から行ってい

る。 

・SSJ データアーカイブは、労働調査、社会調査の個票データ（個々

の調査票の記入内容。マイクロデータ）を収集・保管し、その散逸

を防ぐとともに、学術目的での二次的な利用のために提供する機関

である。 

 

 
1 https://e-csti.go.jp/ 
2 https://rcos.nii.ac.jp/service/ 
3 https://csrda.iss.u-tokyo.ac.jp/ 
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(3) 調査内容 

 調査内容 

構築しているデ

ータプラットフ

ォームの内容と

取組 

〇構築しているデータプラットフォームの内容 

 ・構築しているデータプラットフォームの内容・規模 

〇データプラットフォームへ構築への取組や経緯 

 ・構築のきっかけ・経緯 

 ・構築を行った組織体制 

 ・構築に要した期間や予算規模 

 ・構築において苦労した点 

データ収集の現

状と課題 

〇データの収集方法 

 ・必要なデータを検討した組織・体制・外部組織との連携 

 ・データの入手方法 

 ・データの更新方法・更新頻度 

 ・データ収集体制（組織体制、予算規模） 

〇データ収集における問題や課題 

 ・データ収集において苦労した点、問題や課題 

データ公開の現

状と課題 

〇データの公開方法 

 ・データの公開方法（公開しているデータの種類・形式等） 

 ・外部からのデータ利用状況 

 ・データ公開体制（組織体制、予算規模） 

〇データ公開における問題や課題 

 ・データ公開において苦労した点、問題や課題 
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1.3.4 海外における先進事例の調査 

以下の様に文献調査を実施した。 

(1) 調査対象国・地域 

・EU 

・米国 

・韓国 

(2) 調査内容 

 調査内容 

構築しているデ

ータプラットフ

ォームの内容と

取組 

〇構築しているデータプラットフォームの内容 

 ・構築しているデータプラットフォームの内容・規模 

〇データプラットフォームへ構築への取組や経緯 

 ・構築のきっかけ・経緯 

 ・構築を行った組織体制 

 ・構築に要した期間や予算規模 

データ収集の現

状と課題 

〇データの収集方法 

 ・必要なデータを検討した組織・体制・外部組織との連携 

 ・データの入手方法 

 ・データの更新方法・更新頻度 

 ・データ収集体制（組織体制、予算規模） 

データ公開の現

状と課題 

〇データの公開方法 

 ・データの公開方法（公開しているデータの種類・形式等） 

 ・外部からのデータ利用状況 

 ・データ公開体制（組織体制、予算規模 

 

1.3.5 仮説の構築及び関係者に対するニーズ調査 

前述の「1.3.2 関係者に対する予備調査」、「1.3.3 国内における先進事例の調査」、「1.3.4 

海外における先進事例の調査」を踏まえ、政策科学データプラットフォーム構築に関する具

体的な施策案（仮説）を作成した。 

なお、関係者に対するニーズ調査は、前述の「1.3.2 関係者に対する予備調査」、「1.3.3 国

内における先進事例の調査」の中で合わせて実施すると共に、メールによる追加確認も行っ

た。 
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2. 調査結果 

2.1 関係者に対する予備調査 

ヒアリング調査より、以下の意見等を確認することができた。 

2.1.1 「研究者」および「科学技術・イノベーション政策を学んだ卒業生」対するニー

ズ調査から得られた生の意見等 

 主な意見等 

必要なデータは何か ●必要なデータ 

・データとしては個票が欲しい。データは誰かがクレンジングしないと使

えない。科学技術研究調査の統計は非常にいいデータであるが、クレン

ジングが必要である。 

・ 近では文科省が行った博士号取得者の取得後の進路調査のような個人

を対象にしたデータを使う研究は重要である。インプットとしての個人

の能力やモチベーションをどう高めるかとの観点で調査に使えるデータ

についてはぜひ公開してほしい。 

・個人データは匿名化がされていないと公表されないが、研究では個人の

置かれた文脈を知る必要がある。 

・研究開発関連では文科省の e-Rad のデータを個表レベルで研究者に開示

してほしい。 

・ 近の分析ではチームがどういうアドバンテージをもたらすかと言うこ

とがよく議論になる。研究者個人のデータではなく研究チームとしての

パフォーマンスやその履歴などが分析できるようになればいい。 

・アウトプットデータは潤沢だが、インプットデータはまだ少ない。ヒト・

カネ（どこにどれくらい）・投入時間（何にどれだけ）など充実してほ

しい。 

・大学等の個票に相当するものが欲しいと思う場面が多い。個票まではい

かなくても、ある程度近い形で集計データが提供されるのであればよい。 

・NISTEP の民研調査なども新しい項目を定点観測すれば良い。 

・国のプロジェクトに参加した研究者のデータベースが欲しい、 

・NEDO は評価データベースが整備されているが、文科省にはない。 

・定性的な事例情報はデータベース化された事例が少ない。 

 →事例はすぐに陳腐化するので不要。 

・科研費もやりっ放し感があるが、成果をデータベース化した方が良いの

ではないか。 

・企業は統合報告書が出てき始めたのでデータは取りやすくなっている

が、未上場企業はデータを取りにくい。 

・教員によってニーズが違う。産学連携の担当なら、どれだけ国のプロジ

ェクトの予算を取れたかが 大の関心事。 

・公設試のデータがもっとあると良い。以前は冊子になっていた。 

・地域イノベーション関係もデータが少ない。 
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 主な意見等 

・文科省系は結果の紹介中心で、元のデータが公開されない調査が多い。 

・研究者個人のデータ（論文、科研費などとの紐づけ） 

・データ利用のガイドラインがあるといいと思う。 

・スタートアップ企業に関する情報が欲しい。 

・地方自治体レベルでの科学技術イノベーション政策に関するデータ（科

学館の設置と理工系への進路選択など） 

・資料に記載されている内容は全て欲しい。一番欲しいのは個票データ。 

・シンクタンクの報告書は昔のものは電子化されていないものがあるの

で、電子化して欲しい。 

・国の審議会の資料や議事録も、知っている審議会はたどり着けるが、関

連するものは探すのが大変。 

・研究者データの個票データは欲しい（researchmap、J-STAGE）。 

・人文社会系の評価関係、引用文献の書籍との紐づけ。 

・数年たつと過去の議論が忘れられがちで非効率。議事録や過去の検討経

緯を調べるのも大変。そういう情報をメタ情報として入手できると良い。 

・裁判例のデータも公開性を高めていく必要があるのでは？ 

・国→地方自治体に出された行政文書や地方の取組み（実装は地方を見な

いとわからない） 

・社会資関係（ソーシャルキャピタル）の状況を把握するためのデータ。 

・研究開発プロジェクトの予算や実施状況（政策との対応付け、実施者：

研究開発の従事者一覧） 

・研究力については、大学・大学院が重要。キャリア問題や成果などと奨

学金とセットで調査することが重要。 

・資料の情報は実務を行う上で欲しいが、その一方で個々の技術ドメイン

での技術動向や課題なども見ることができれば、政策も考えやすい。（技

術領域ごとの強み・弱みなど） 

・評価に対する負担の状況、評価疲れの理由。 

 
●どのようなデータを利用しているか 

・総務省 科学技術研究調査 

・各種特許データ 

・NISTEP 全国イノベーション調査 

・文部科学省 学校基本調査 

・e-Rad  

・Web of Science、NISTEP のデータベース 

・審議会の資料や議事録 

・Scopus 

・日本の研究.com 

・経済産業省大学発ベンチャー調査 

・RESAS（観光・産業構造・付加価値構造） 

・シンクタンクの調査研究報告書 

・Euromonitor（国際レベルでの観光の動き） 

・各自治体のデータ 
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 主な意見等 

・日経テレコン 

・医療関係（診療報酬情報提供サービス：レセプト、DPC 診療報酬請求情

報、調剤薬局関係データベース、電子カルテ、環境省エコチル調査、学

校健診のデータベース、メンタルチェック、栄養に関するデータなど） 

政策科学データプラ

ットフォームに利用

（公開）に対するニ

ーズ 

●ニーズ 

・研究者に何らかのクリアランスを認めて自由にデータにアクセスさせる

仕組みが必要である。 

・プラットフォームをつくるにあたっては、包括的にやりすぎないことも

肝要である。まずはありものの整理をし、次のステップで研究者などか

らアイデアを募るとよい。アイデアは豊富に出てくるだろう。限定的に

進めるべき。政策目的とも関連してくる。 

・科学技術イノベーション基本計画や統合戦略関連の各種データを使える

ようにしたい。統合的にデータが収集されておらず、スキームもない。

データプラットフォームもない。保管が個人任せの状態になっており、

個別の取組のため周囲に認知されにくい。 

・もしデータベースが出来たら、DX 的にはログを取っていきたい。ヒス

トリーなどどのように活用しているかを把握できると良い。データの使

い方を含めてパッケージとしての価値が出るといい。先に述べた

NISTEP の例（DOI）のように、共同研究など次への活用の可能性が拓

けてくる。 

・理想的なプラットフォームとしては、ある種の研究機関、たとえば、ラ

イデン大学科学技術研究センター（Centre for Science and Technology 

Studies:  CWTS）がある。CWTS では自らデータに基づく研究を行っ

ているだけでなく、データ集積や下処理などシンクタンク業務を担って

おり、外部の研究者も利用可能な形となっている。 

・研究者の立場からは、個票なり、匿名化されていたとしても柔軟性の高

いプラットフォームがあればよい。一方、研究者によるデータ分析は長

期的には政策改善に役に立つかもしれないが、そうして得られた研究結

果が直接的に政策に活用できるのは、研究者の関心と政策ニーズがたま

たま合致した時である。 

・SciREX 事業において各拠点でやってきたことを共有して欲しい。 

・研究者にとって使いやすいデータのフォーマット。 

・個票がないと研究者は研究にならないので、国とタイアップして Win-

Win で調査研究できる体制ができると良い。 

・まずはデータをリストアップしてリンク集を作るところから必要ではな

いか。その中に特許のデータベースを含めて欲しい。 

・データを結合できる環境の整備（法人番号など）も意味があるのでは？ 

・欲しい資料やデータがすぐに手に入る仕組み。 

・データの信頼性の担保も重要。 

・CiNii の様な形で、国の政策文書が出てくるといい。 

・維持が大変なので公的機関で維持して欲しい。 

・公開のポリシーを作るのも大変。 
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 主な意見等 

・報告書、集計結果、個票いずれも必要。 

・エビデンスとしてのデータの確からしさ。 

・方法論としての正しさ。 

・作業する者の職業倫理とその裏付け、ルール作り。 

・データ公開時における十分な説明。 

・個票を渡す場合、WEB での公開は無理だと考える。 

・事業と結びつくような検索機能。 

・個票があれば他のデータとリンクさせてより深い研究ができる。 

・医学系は民間がビジネスにしているので、ポータルサイトを作るのは不

可能だと思う。 

 
●データ利用において困っている点 

・政府に個票の申請をしたが、データ利用の申請を開始してから使えるま

で一年かかった。ここでは博士課程の学生が論文を書くのに使えない。

政府統計を用いるときにこれは致命的である。 

・博士課程の学生も単独では個票データを利用できない。また個票のデー

タをクレンジングしてもそれを他の研究者と共有することは許されてい

ない。使用後は破棄が義務付けられている。 

・定点観測でコストや回答者負担を減らすために調査項目を減らしたりす

るとパネルデータとしては使えない。 

・役所側がデータを開示するインセンティブを持っていない。EBPM など

と言われるが研究者にデータを開示する積極的な理由が役所にはない。 

・政策や戦略の取組・効果の把握については、審議会などから公表されて

いるが、データにバラつきがあり、時差もある。 

・データ関連で困っていることは、データの処理の仕方の統一性について

である。トップ 10％論文数（率）など。セルフサイテーションを入れる

のかどうかなどがある。認識の共通化が重要である。 

・自然科学の分野ではデータの共有・活用が活発で、オープンサイエンス

の潮流となっている。他方で政策担当者は、結果（図表）のみに興味を

持つ傾向がある。プロセスやアプローチにも関心を持ってもらいたい。 

・ローデータをさわるのは面倒で、ウェブインターフェースもよく考えて

くれないとできない。処理したものだけ吐き出す、というイメージ。そ

ういうデータプラットフォームが欲しい。 

・役所の縦割りでバラバラに動いているのが問題。 

・NISTEP の民研調査のデータを利用したが、関係する科研費を取得して

いることが前提で、まだまだ手続きが面倒なことがある。 

・特許データは整備されておらず、整備されているデータは有料。同姓同

名を除いた処理などをしたものを共有できると良い。 

・調査でも報告書がアップされていないものも多い。 

・海外のデータベースも利用料が挙がってきている。 

・主たる研究者はわかるが、その他の研究者は把握しきれない 

・知財報告は出願から１年半しないと公開されないため、把握が遅れる。 

・役所も関係省庁間で情報共有してくれると良い。 



 

16 
 

2.1.2 行政官に対するニーズ調査から得られた生の意見等 

 主な意見等 

必要なデータは何か 〔行政官 A〕 

・予算などのインプット、企業や大学、研究開発法人などの成果（アウト

プット）を整理すべき。 

・行政の担当官も自分の事業しか見ていない。全体を把握していない。 

・どのようなデータが必要か、を省全体で洗い出すのも大変。 

・研究者のために必要なデータ以外にも政策サイドにとって必要なデータ

もあるが、政策当局間で一元化されていない。 

・例えば地域貢献を大学に求めても、指標もないため大学ごとの貢献度を

評価できない。 

〔行政官 B〕 

・学術基盤の実態を調査しているが、個票に対する問い合わせは多いが、

行政の側からの提供は難しい場合が多い。 

・研究基盤のデータ整備は NII を中心に進めている。 

〔行政官 C〕 

・定量・定性データ、粒度の問題など様々な要素がある。 

・研究力の場合、国レベルや組織レベルのデータ、研究者の移動状況や個々

の研究者の属性情報などは足りないと思う。 

・スタートアップに関する情報も少ない。 

・データの中で推計を用いる場合もあるが、考え方の詳細の記載が欲しい。 

・アメリカやイギリスはデータの種類が一覧化されている。日本はそれが

足りない。それも説明付きのものが必要。 

〔行政官 D〕 

・行政官の立場からはデータベースを構築するニーズは例えば官邸からの

急な要請に対応しなければならない場合に活用できることなどにある。

急を要する場合に人づてに必要な情報を持っている専門家を探し当て

るのは時間がかかる。 

・初心者向けの科学技術政策に関する教科書を作るような場面でも活用で

きる。 

・シチズンサイエンスも視野に入れるべきである。自由な世界で豊富なデ

ータを収集できる可能性がある。 

データの収集におけ

る問題や課題 

〔行政官 A〕 

・省庁で取組みがバラバラ、時系列のデータもない、定義もバラバラなど

多くの人が問題を感じていると思う。 

・課題認識は皆が思っているが、何も進まないのが問題。 

・痒い所に手が届くデータがない。なんでこういうデータがないのか？と

思うことが多くある。 

・e-CSTI でも取り上げている範囲がまだまだ限られている。研究力に特

化し過ぎているところもある。 

・今あるデータからスタートしかないのだろうが。 

〔行政官 B〕 

・どうやってデータを共有・連携していくのが課題。例えば NII の RDC
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 主な意見等 

と e-Rad や個々の専門分野のデータベースをどうつなげていくのか？ 

・データの権利関係や情報保護の問題の問題もある。 

・研究データポリシーは内閣府が定めて研究開発法人ではガイドラインを

整備しているが、大学は独自性もあり、あまり進んでいない。 

・NII のシステムを拡充して政策科学で利用することも考えられるが。学

術目的に限られる。 

・行政官もシステムのプロがいるわけではない。 

・元のデータは分散していても、メタデータを持つことは意義がある。 

〔行政官 C〕 

・政策を考える場合、行政側でも個々の大学の個票レベルでのデータが必

要な場合が多い。総務省から個票を入手するのも大変だし、数か月もか

かると行政では使えない。行政の中では個票が自由に使えるようになる

と良いと思う。e-CSTI も ID の枠を広げて欲しい。 

・個票を入手しようとしても、科調統計では１年かかる場合もあり、手続

きも大変。 

・基幹統計に新しいデータを調査したい場合、毎年行う国の統計でも意見

を聴くようにして欲しい。 

・企業のイノベーション力に関しては、あまりにもデータが少ない。大学

に関しては多くあるが、個票は少ない。 

〔行政官 D〕 

・文科省のプログラム、プロジェクトのデータベース整備については、何

が見たいのかによってすべきことは変わってくる。アウトカムの社会へ

の影響などを広く見たいのであれば 初からそれらを追跡できる仕組

みをプロジェクトに仕込んでいなければならない。 

・インプットやアウトプットのデータを取るのは難しいだろう。それらに

寄与した要素などを把握することは容易ではない。 

・データプラットフォームを考えるのであれば、e-CSTI や NISTEP との

関係を整理する必要がある。 

・GRIPS の SciREX センターを今後維持できるのか危惧がある。各大学

ではカリキュラムに組み込んでデータ基盤としているようであるが

SciREX センターの規模ではそのような運用は難しいのではないか。 

データの公開におけ

る問題や課題 

〔行政官 A〕 

・今どんなデータがあるのかも共有されていない。現状の一覧も見当たら

ない。 

・調査自体も同じようなことを様々なところでやっているので、それも共

有化されていないことが問題では？ 

〔行政官 C〕 

・データが集まれば集まるほど探すのが大変になる。 

〔行政官 D〕 

・セキュリティレベルはいろいろとあると思うが、今の政府は特定のＩＤ

を持つ人か、全てオープンかのどちらかしかない。何段階かに分けた方

が良いと思う。 
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2.1.3 関係者のニーズの整理 

以下に関係者のニーズを要約する。 

(1) 必要なデータについて 

1）データの利用目的 

大きく分けて以下の２つが考えられる。 

データの利用目的 補足説明 

Ａ科学技術・イノベーショ

ンの状況の把握 

 

・国全体の研究力、イノベーション力、科学技術の成果、

イノベーションの創出状況などを把握できるようにす

る。（健康診断の様なもの） 

 ＊民間企業の市場動向や地域イノベーションを含む  

・これらのデータは、国の科学技術やイノベーションの状

況をモニタリングするためのもので、データの範囲は広

範囲に亘る。 

・ 近の状況とトレンドを把握する必要があることから、

定点観測することが求められる。 

・海外各国との比較も必要となる。 

Ｂ国などの政策の取組状況

や効果の把握 

（政策の例） 

・科学技術・イノベーション

基本計画 

・統合イノベーション戦略 

・未来投資戦略 

・AI 戦略 

・各省庁のプログラム、プロ

ジェクト など 

・国や関連する組織は、我が国の様々な問題・課題を解決

し、よりよい方向に導くための政策を展開しているが、

それらの取組状況や効果を把握できるようにする。（治

療や健康増進の取組や効果の見える化のようなもの） 

・これらのデータは政策の継続判断、方向性の再検討、類

似の問題・課題が新たに発生する際の参考情報となる。 

 
上記のＡ・Ｂは内容的に重複するものが多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 研究者の場合は、上記の A を中心に研究する者もいれば、B を中心にする者もいれば、

両方を対象としている者もいる。研究領域は個々の研究者ごとに異なる。 

また行政官の場合は、上記 A・B の両方が必要となるが、担当部署により必要なデータの

範囲は異なる。 

科学技術・イノベーション
の状況の把握

国などの政策の取組状況
や効果の把握
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(2) データの種類 

データの種類としては、それぞれの目的ごとに以下のものが考えられる。 

データの利用目的 考えられるデータの種類 

Ａ科学技術・イノベーション

の状況の把握 

 

・国、シンクタンクなどの調査機関、個々の研究者が収集

するデータが考えられる。 

 ①個々の研究者が集めるデータ 

 ②シンクタンクが受託調査などを通じて集めるデータ 

 ③国の統計 

Ｂ国などの政策の取組状況や

効果の把握 

・科学技術・イノベーション基

本計画 

・統合イノベーション戦略 

・未来投資戦略 

・AI 戦略 

・各省庁のプログラム、プロジ

ェクト など 

・国の政策の考え方に関する資料（政策文書、会議資料、

議事録等） 

・国による各戦略のレビュー、指標データ 

・各省庁のプログラム、プロジェクトの報告書 

 
 データのレベルとしては、以下のようなものがある。 

データのレベル 備考 

文書レベル ・国の政策の考え方に関する資料（政策文書、会議資料、

議事録等） 

・シンクタンクが受託調査などを通じて作成する報告書 

・シンクタンクや個々の研究者が作成する論文やレポー

トなど 

グラフや表レベル ・上記の文書に掲載されているグラフや表。 

EXCEL データレベル ・国の統計などでは、グラフや表の元となる EXCEL デー

タが公開されている場合が多い。 

個票レベル 

＊国やシンクタンク、個々の

研究者がアンケート調査を

行う場合の回答の個票であ

り、個々の企業、大学、個人

が回答した内容そのもの 

・個々の研究者が複数のデータをマージして新たな分析

を行いたい場合などに、他者が行った調査の個票データ

を必要とする場合がある。 

（例） 

－企業のイノベーションを研究する者が、国の調査で

収集した個別企業の情報を求める 

－研究者のキャリアパスを研究する者が、研究対象の

個人の情報を求める 

・国が実施する調査の場合、大学等の研究者が申請すれば

個票データを入手できる場合もあるが、情報保護の観点

や調査実施時の回答者への約束などから、開示されない

場合も多い。 
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(3) ヒアリングで指摘された問題・課題 

ヒアリングからは、以下の問題・課題が浮かび上がってきている。 

 ヒアリングで指摘された問題・課題等 

政策関係文書 〇情報の発見しやすさの問題 

・各省庁が独自に HP にてアップしているため、体系的に探すのが

大変。 

・中央省庁側も他省や別の組織の動きは把握しづらい。 

・審議会等の資料や議事録も探すのが大変。 

国がシンクタンク

等へ委託して行う

調査 

〇中身の問題 

・政策検討や研究者から見たモニタリング（診断）に向けては、足り

ないデータも見られる。 

〇継続性の問題 

・省庁によっては、ほとんど定点観測しておらず、良いデータも時系

列的な変化を追跡できない。 

〇情報共有の問題 

・各省庁の HP にアップされるものとされないものがある。 

・調査結果が埋もれてしまいやすく、存在が認知されにくい。 

・発注側の担当が変わると類似の調査を繰り返すことが多くある。 

・省庁間でも調査結果が共有されないため、無駄が多くなる。 

国の統計や委託調

査の個票の開示 

〇入手の容易性 

・個票が欲しい場合、入手が困難な場合が多い。 

〇利用の利便性 

・個票を使用したい場合、制約が多く利用も大変 

 →申請から使えるまでに１年かかる場合もある 

 →データを見直してきれいにしても、他の人が使えない 

  ＊返却（削除）が義務付けられている 

 →博士課程の学生も使うことができない など 
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2.2 国内における先進事例の調査 

2.2.1 調査対象機関とその概要 

以下の３機関についての概要は以下のとおり。 

 概要 

内閣府 e-CSTI4 ・大学等の研究機関における「研究力」、「教育力」、「資金獲得力」

を高めていくことが喫緊の課題となっているが、多種多様な要素

が複雑に影響を及ぼしていると考えられる中、エビデンスに基づ

く分析機能を向上させ、分析結果を政策立案に活かしていくこと

により政策効果を高めていくことを目的として、大学等の研究機

関における「研究」、「教育」、「資金獲得」に関するエビデンス

を収集し、インプットとアウトプットの関係性を「見える化」する

ための各種分析機能を開発し、関係省庁や国立大学・研究開発法人

等の関係機関に対して分析機能・データを共有するプラットフォ

ームとして e-CSTI（Evidence data platform constructed by 

Council for Science, Technology and Innovation）を構築した。 

国立情報学研究所 

研究データ基盤

（ NII Research 

Data Cloud）5 

・研究データのライフサイクルを支える基盤として、2017 年から

NII 研究データ基盤（NII Research Data Cloud：NII RDC）の開

発を開始した。NII RDC は、研究データの管理基盤（GakuNin 

RDM）、公開基盤（WEKO3）、検索基盤（CiNii Research）か

ら構成され、2021 年から本格運用を開始している。 

・更なる利活用を促進するために、NII RDC は継続的な機能拡充に

取り組んでいます。3 つの基盤を有機的に結合していくためのデ

ータガバナンス機能、データ駆動型研究推進への核となる機能を

提供するセキュア解析機能、オープンサイエンスの発展に不可欠

な FAIR 準拠のデータ公開を実現していくためのデータキュレー

ション機能といった重層的な機能の開発を進めている。 

東京大学社会科学

研究所附属社会調

査・データアーカ

イブ研究センター

6 

・東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セ

ンターは、我が国における社会科学の実証研究を支援することを

目的として、SSJ データアーカイブ（Social Science Japan 

Data Archive）を構築、個票データの提供を 1998 年 4 月から行

っている。 

・SSJ データアーカイブは、労働調査、社会調査の個票データ

（個々の調査票の記入内容。マイクロデータ）を収集・保管し、

その散逸を防ぐとともに、学術目的での二次的な利用のために提

供する機関である。 

 

 
4 https://e-csti.go.jp/   
5 https://rcos.nii.ac.jp/service/ 
6 https://csrda.iss.u-tokyo.ac.jp/ 
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2.2.2 得られた情報 

以下の情報が得られた。 

 主な内容 

内閣府 e-CSTI ●構築しているデータプラットフォームの内容 

主に以下の５つの柱がある。 

(1) 科学技術関係予算の見える化 

・行政事業レビューシートを活用し科学技術関係予算を「見える化」するため、

各省からデータを収集し、国に計画と予算を整理している。 

・基本計画の指標についての状況も今後アップしたい。 

・資源投入と、その成果を把握する必要があるという問題意識を持っていた。 

・約 3,000 ある事業の中で、科学技術関係のものを、デジタルを使って抽出し

ている。 

(2) 国立大学・研究開発法人等の研究力の見える化 

・政府研究開発投資がどのように論文等のアウトプットに結びついているか

を「見える化」するため、大学や研究開発法人からデータ提供を受けている。 

(3) 大学・研究開発法人等の外部資金・寄付金獲得の見える化 

・産学連携とか大学・研究開発法人等の外部資金・寄付金獲得状況を「見える

化」する。文部科学省の産学連携調査でできていないところが対象。 

(4) 人材育成に係る産業界ニーズの見える化 

・産業界の業務や事業展開に必要な専門知識ニーズや学んできた内容・業務の

やりがい・年収レベル等を「見える化」するため、産業界へアンケート調査

を行っている。 

(5) 地域における大学等の目指すべきビジョンの見える化 

・地域における人材育成状況や大学等の潜在的研究シーズを「見える化」する。 

 
●苦労してきたこと 

・大学などはなかなかデータを出してくれず、データ収集のガイドラインを作

った。ようやく３年分のデータが集まったが、まだ時系列的な分析はできて

いない。 

・データ収集際に、提供側の負荷を以下に減らすかが課題。できるだけデジタ

ルを活用している。府省共通研究開発管理システム（e-Rad）も使っている。

行政事業に関しては、行政事業レビューシートのデジタルデータから抽出し

ている。産学連携については、文部科学省の調査のデータも活用している。

社会人向けアンケートについては、６万人を対象に WEB 入力してもらって

いる。 

・データの品質の担保・クレンジングには苦労している。おかしなデータの精

査に苦労しており、データ提供元に確認する場合も多くある。 

 
●予算規模・体制 

・年間３～４億円規模で実施している。データ収集やシステム処理などに使わ

れている。 

・１３～４人で対応している。うち常勤は６人。 
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 主な内容 

●データの公開方法 

・一般公開しているものと、関係機関のみに公開するものと２段階に分けてい

る。関係省庁や提供元の大学は自分の大学のデータを見ることができる。 

 
●新たなデータを取り込むための検討 

・個々には個別省庁からのデータの取り込みの要望はあるが、まだ日が浅いの

でどのようなデータが足りないのか、という議論はまだ。 

・何でもかんでも e-CSTI というのは現実的ではないと思う。 も欠落してい

るのは民間企業のデータ。 

 
●今後に向けて 

・民間企業のデータは不足している。論文や特許のデータを取り込んでいる

が、まだまだ足りない。国際比較もできていない。来年度から予算を確保し

てオープンデータの取り込みからやっていきたいと考えている。 

・自分のところだけでできることには限りがあり、他との連携は考えられる。

様々な既存のデータをうまく連結させることは考えられる。 

・様々なプラットフォームで個票を活用しやすくして、連結しやすくすること

は考えられると思う。 

NII 研究データ基盤

（NII Research Data 

Cloud） 

●構築しているデータプラットフォームの内容 

 複数のシステムが連携している。主に以下の３つの基盤から成る。 

(1) データ管理基盤（GakuNin RDM） 

・研究遂行中の研究データなどを共同研究者間やラボ内で共有・管理 

(2) データ公開基盤（JAIRO Cloud・WEKO3） 

・データ管理基盤における簡便な操作で研究成果の公開が可能 

・図書館員やデータキュレータによるメタデータや公開レベル統計情報など

の管理機能の提供 

(3) データ検索基盤（CiNii Research） 

・機関リポジトリ＋分野別リポジトリやデータリポジトリとも連携し、究者や

所属機関、研究プロジェクトの情報とも関連付けた知識ベースを形成 

 
●構築の経緯 

・元々学術研究データの整備目的で作られ、図書館の機能を支援するようなと

ころからスタートした。それが 30～40 年前くらいである。 

・その後、論文検索のメタデータなど中身が増えてきた。学位の流れを扱って

きたつもりである。 

・今のシステムは、研究データの構築つまり、研究データを預かるところから

取り込んでおり、（データ管理基盤（GakuNin RDM））新しい概念である。 

・データの公開基盤や検索基盤はこれまでの延長である。 

 
●構築上で苦労するところ 

・実際にやってみると、研究データにも様々なものがあり、扱うのが面倒。様々

なデータを扱えるようにするのが開発の大変なところ。 

・いろいろな種類のデータがあるので、メタデータが重要になる。 
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 主な内容 

 
●他の機関との連携・システムの利用状況 

・データ管理基盤（GakuNin RDM）については、約 60 機関が使っている。

大学の研究者が使っている。学術機関が使うことを目的にしており、企業な

どは参加が難しい。 

・データ公開基盤（JAIRO Cloud・WEKO3）に関しては、約 700 もの機関が

使うことを目指している。＊現在システム移行中 

・データ検索基盤（CiNii Research）は誰でも使える。年間６億くらいの参照

履歴がある。 

・NII 研究データ基盤（RDC）の利用促進に向け、事例の登録にも取り組んで

いる。 

・NII は上位のデータプラットフォームとして位置づけている。 

 
●文部科学省の「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業」 

・文部科学省では、「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築事

業」を推進しているが、NII はその中でシステム開発を担当している。研究

データを統計解析できるような仕組みを開発している。 

・また研究データを管理する上で、管理計画を作る必要があるが、管理の自動

化にも取り組んでいる。 

 
●予算規模・体制 

・開発しているのが、NII オープンサイエンス基盤研究センター（RCOS）で、

昔は１０名くらいでスタートしたが、今では４０人くらいいる。 

・運用の方は NII の学術基盤推進部学術コンテンツ課 研究データ基盤整備チ

ームが担っているが、８～９名でやっている。問い合わせ対応や保守は外注

している。 

・これでも海外に比べると少ない方だと思う。 

・2017 年度くらいから開発をスタートしたが、かなりのお金もかかっている。

構築に年１億円かけていて、運用で年３～４億円かかっている。予算は当初

は大規模学術フロンティア事業を使い、今は学術研究基盤事業の予算で大体

まかなっている。 

 
●NII のシステムに政策科学関係のデータを取り込む可能性 

・このシステムは研究活動のサイクルに合わせて考えている。この循環に当て

はまるかどうかだと思う。 

 （アイデア→研究の実施・データの整備→論文の公開） 

・データのことを理解して、システム運営とのつなぎができる人が必要になる

と考えられる。（やろうとする人がいるかどうか） 

・ハードルはデータを集めるところにあるのではないか？ 

・国からの調査の仕様書にデータ収集～公開までを義務付けないと難しいか

もしれない。 

・各資金配分機関などで管理方法もバラバラ。データベースの整備には金がか

かるので、そういう問題をクリアーする必要がある。 
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 主な内容 

東京大学 社会科学研

究所 

●構築しているデータプラットフォームの内容 

・1996 年にデータアーカイブセンターができている。 

・整備しているデータは、SSJ（Social Science Japan）データアーカイブと

呼び、データの中身は社会科学の調査に資するデータを収集している。 

・ほとんどのものはアンケートを中心とする個人のデータ。 

・分野は社会科学全般で、社会学、経済学、心理学、経営学、教育学などが多

い。 

・現在 2,500 くらいのデータを公開している。調査の数は 1,500 くらい。 

 
●データ整備の経緯 

・元々は 10 年の期限付きの事業で、研究所内で眠っている紙ベースのデータ

をデジタル化して世に出すことが目的だった。 

・それだけでは面白くなく、外部からのデータも取り入れようということにな

り、米国のミシガン大学が社会科学のデータを整備している例に倣って拡

充しようとした。 

 
●データ整備に要した期間・予算・体制 

・ 初は死蔵されていたデータをデジタル化するところから始まったが、それ

に要したのが約 2 年間。 

・初期構築費用はわからないが、現在は年間 1,000 万円くらいの金をかけて運

営している。それ以外に外部からの資金を年間 200 万円くらい得ている。さ

らに学術振興会の「データインフラストラクチャ」から年間 2,000 万円くら

い得ている。 

・これらの金額を合計すると 3,400～3,500 万円／年くらいになるが、この中

には職員の人件費は含まれていない。教授が２名、助教が３名、それ以外に

もデータの活用や外部連携を行う人を入れると、助教以上で兼任含めて 15

～16 名がこの業務に関わっている。それ以外にも業務を支援する人を含め

ると、センター全体で 30 名くらいになる。うち、直接データアーカイブに

関わる人は 10 人ちょっとくらいである。 

・現在、助教レベルは全て社会科学の専門家である。データを収集するために

は中身がわかっている人が必要。支援してくれる人にはシステムの専門家も

いる。 

 
●構築に苦労したところ 

・いろいろと苦労はあったと思う。不当な評価を受けることもある。何はとも

あれ、金と人である。金はいくらあっても足りない。人を集めるのも大変で

ある。 

・人の問題に関しては、データアーカイブに関する人材の育成やキャリアパス

が確立されていない。助教の人とかは任期の問題もある。 

・この業務に対するモチベーションがないと担えない。 

・データを預けてくれる人が少ない。その原因としては研究に資するデータを

入手するメリットはあっても、提供するメリットを見出せないことにあると

考えている。 
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 主な内容 

 
●データの入手方法 

・収集・公開する情報は個票を中心とする個人のデータ。 

・データは科研費中心だが、リクルートワークス研究所の様な民間の機関とも

一部タイアップしている。 

・とにかく研究者の人たちにお願いする。継続するものよりも常に新しい研究

データを集めている。 

・科研費などの状況を見て、誰にどのタイミングでアプローチするのかをウォ

ッチしている。 

 
●データの公開方法 

・当時は SPSS というフォーマットに変換して提供した。今は Stata というソ

フトにも対応している。またメタデータも整備して同時に公開した。公開を

開始したのは 1998 年であり、公開に踏み切るまでに２年かかったことにな

る。 

・外部からの利用状況としては、20 年くらい前は 200～300 件くらいだった

が、今は 20,000 件くらいある。 

・データの公開に向けては、データをきれいにするなどの作業も必要となる。

現在は 7 名くらいで公開に向けて対応している。 

・今はデータが増えたことにより公開までに時間がかかる。データを預かって

から公開されるまでに 9 か月くらいかかっている。 
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2.3 海外における先進事例の調査 

2.3.1 全体概要 

本節では、海外におけるデータプラットフォームや関連サービスの先進事例について、そ

の概要をまとめるとともに、そこから得られる示唆をとりまとめる。 

データプラットフォームには様々なものがあるが、ここでは、掲載される情報のタイプを

文献・資料などの「テキストデータ」と「数量データ」の 2 つに大別し、前者についてはい

わゆる「グレイマテリアル（grey (gray) material/literature，灰色文献）7」を対象に特徴

的と思われる事例を抽出した。テキストデータのうち、研究論文等については Scopus や

Web of Science といった確立した民間サービスがあり、他の調査等でも多くとりあげられ

ていることから、今回の調査の対象外としている。 

事例の詳細について紹介する前に、情報のタイプに応じてどのような事例があるのかを

俯瞰する。図 2.3-1 は、情報のタイプとそれらに対応する事例を図示したものである。これ

らの事例は、調査実施者が事前に把握していたものに加え、検討会議や有識者へのインタビ

ューにおいて紹介のあったもの、ウェブ検索によって抽出したものの中から、本調査の趣旨

に適合的と思われるものを選定したものである。したがって、網羅性を保証するものではな

いことを 初に断っておきたい。赤字は事例調査の対象としてクローズアップしたもので

あり、特に太字の事例に関してはより詳細にとりまとめを行っている。 

 

 

図 2.3-1 情報のタイプと特徴的な事例 

出典：未来工学研究所作成 

 
7 専門家団体、研究機関、シンクタンク、政府機関などの組織が作成する、伝統的な商業出版や学術出版

のルートにのらないものであり、非営利の、入手困難な情報を指す。エビデンスの一部として、また、公

開情報のバイアスを克服するための代替ソースとして機能する。（ミシガン大学図書館等） 

研究論⽂等

グレ イ マテリ アル

UMETRICS (⽶国)

RISIS (欧州)

SIPER (欧州)

OPENGREY.EU  (EU )

CWTS (欧州)

Overton  In terd iscip l inary Policy Database
（ ⺠ 間）

ミ シガン⼤ 学図書館研究ガイ ド (⽶ 国)

テキスト
データ

数量データ

Scopus
Web of Science

ケネディスクール・シンクタンクサーチ(⽶国)
Open EI（⽶国）
NTIS（ 韓国）
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まず、グレイマテリアルに関するデータプラットフォームには、大学や公的研究機関が運

営するもの、民間が有料サービスとして提供しているものなどがあり、その内容も、情報源

情報をまとめたものからメタデータ（書誌情報）、フルテキストデータを収録しているもの

まで多様である（表 2.3-1）。 

表 2.3-1 グレイマテリアルに関するプラットフォーム事例 

 
出典：未来工学研究所作成 

 
 数量データに関するデータプラットフォームについては、政府が直接運用するものから、

大学や公的機関、その関連企業などが運用するものまである。これには、立ち上げ時に政府

が競争的資金などを通じて支援を行い、その後大学等が自律的に運営している、というもの

も含まれる。集合知によってデータを収集し、広く一般公開しているもの、限定されたメン

バーでデータを使った研究プロジェクトを行っている事例、米国の Open EI や韓国の NTIS

のように、テキストデータを含む事例などこのタイプのプラットフォームも多様性に富ん

でいる（表 2.3-2）。 
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表 2.3-2 量的データに関するプラットフォーム事例 

 
出典：未来工学研究所作成 

 
 以下では、これらの事例のうち特に示唆的と思われるものをとりあげ、より詳細な情報を

とりまとめた。 
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2.3.2 グレイマテリアルに関するプラットフォーム事例 

(1) Overton Interdisciplinary Policy Database8 

1）概要 

Overton Interdisciplinary Policy Database は、政策文書、ガイドライン、シンクタンク

の出版物、ワーキングペーパーなどが検索可能な世界 大のデータベースである。182 カ国、

1,000 以上の情報源から 750 万を超える政策文書等を収集し、そこで参照されている学術

論文や関連人物、トピックを発見することができる。 

Overton 社が運営する有料サービスであるが、後述のミシガン大学図書館においても紹

介されるなど、大学等における導入も進んできており、公開情報をもとにその内容を紹介す

る。 

 

 

図 2.3-2 検索画面のサンプル 

出典：ミシガン大学図書館<. https://guides.lib.umich.edu/hmp > [Last accessed:2023/3/22] 

2）プラットフォームの特徴 

Overton Interdisciplinary Policy Database では、収集した政策文書において参照されて

いる学術論文や調査研究等を自動で抽出できるほか、政策文書で引用されている専門家パ

ネルの研究者や、審議会等にエビデンスを提供する研究者の氏名を検索できる機能を持っ

ている。また、文書間の関連性もみることができる。特に、社会科学と臨床・トランスレー

ショナル医療に強みを有する。 

Overton 社では、これらの機能により次のことが可能になるとしている。 

 
 政策への影響及びインパクトの追跡：政策文書において、学術研究が引用されている箇

所を確認できる 

 政策文書の検索：すべての分野を横断する政策文書を検索し、閲覧することができる 

 
8 https://www.overton.io [Last accessed: 2023/3/22] 
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研究者や大学等の立場からは自分たちの研究がどのような政策文書で引用されているか、

ファンディング機関の立場からは資金提供を行った研究がどのような政策インパクトを持

つかなどを調べることができるようになるため、研究評価等におけるエビデンスとして活

用できる可能性がある。策立案者の立場からは、たとえば、「UK の政策分野で労使関係に

取り組んでいる研究グループはどこか」といったことや「気候変動政策で も引用されてい

る雑誌は何か」といった情報を収集可能になる。 

また、公開情報から得られることはそれほど多くないが、任意のキーワードや以下のよう

なフィルターで情報検索ができるようになっている。 

 
 掲載雑誌または出版社 

 著者所属 

 政策分野またはトピック 

 情報源の種類 (医療機関、立法調査機関、シンクタンクなど) 

 国 

 
データはエクセルでダウンロードできるようになっているほか、新たな結果を電子メー

ルで通知するアラート機能も有している。 

 

 

図 2.3-3 データベースの外観 

出典：Overton 社ウェブサイト<. https://www.overton.io/overton/ > 

[Last accessed:2023/3/22] 
 
なお、Overton 社のウェブサイトでは、Elsevier 社や科学技術イノベーション政策分野に

おける世界有数のシンクタンクである Technopolis グループ、ストックホルム環境研究所

（SEI）などがクライアントとして紹介されている。 
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(2) OPENGREY9 

1）概要 

OPENGREY は、ヨーロッパで作成された 1,014,872 件のメタデータと 18,158 件のフル

テキストを所蔵するデータベースである。技術及び科学レポート、博士論文、会議ペーパー、

政府刊行物など多様なグレイマテリアル（灰色文献）を対象としており、分野は科学、工学、

生物・医学、経済学、社会科学、人文学などをカバーしている。 

もともと、1980 年に SIGLE という名称の灰色文献の書誌データベースとして始まった

この取り組みであるが、現在更新が停止され、DANS EASY10（オランダ KNAW 及び NWO

が運営）にてアーカイブが公開されている。なお、1980 年から収集されたすべてのレコー

ドはオープンアクセス化され、XML および CSV 形式でダウンロードできるようになって

いるほか、MySQL に関する文書等も付属されている。 

 

 

図 2.3-4 DANS EASY における OPENGREY のアーカイブ 

出典：DANS EASY< https://easy.dans.knaw.nl/ui/datasets/id/easy-dataset:200362 > 

 
9 https://opengrey.eu [Last accessed: 2023/3/22] 
10 https://easy.dans.knaw.nl/ui/datasets/id/easy-dataset:200362/tab/2 [Last accessed: 2023/3/22] 
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2）沿革 

OPENGREY は、前述のように現在更新を停止しているが、その立ち上げから DANS 

EASY のアーカイブとして収録されるまでに至る経緯は、日本におけるデータプラットフ

ォームの構築、運営を考えていく上で非常に示唆に富むものである。以下では、プロジェク

トリーダーである Joachim Schöpfel（フランスリール大学）がまとめたレポートをもとに、

その沿革を紹介する11。 

OPENGREY は、オンラインデータベースの仲介機能を通じて、欧州共同体（European 

Community）の国々で作成されたグレイマテリアルを収集して利用できるようにするため

に、1980 年に立ち上げられた SIGLE (System for Information on Gray Literature) が元

となっている。主な目的は、文書へのアクセスを提供することであり、書誌情報の整備・改

善も副次的な狙いとしてあった。SIGLE は、欧州共同体の支援を受けて発足したが、1985 

年以降、欧州共同体のいくつかの加盟国からの資源をもとに、欧州灰色文献活用協会

（EAGLE: European Association for Grey Literature Exploitation）がその基盤構築を行

った。KNAW、大英図書館、FIZ Karlsruhe が歴代の運営エージェントである。各国では、

国家的に重要な 1 つ以上の文書センターまたは図書館をナショナルセンターとして指名す

るとともに、各ナショナルセンターは、各国のグレイマテリアルコレクションを保持するか、

少なくとも分散所蔵された文書の供給を保証することとされた。SIGLE データベースは、

2005 年まで、BLAISE、STN、EI、および Ovid (Silverplatter) によって配布された。90 

年代前半にはフランスの SUNIST も配布を行っていた。レコードは、特定の利用目的のた

めに、NERAC などの組織にも販売されたこともあったという。 

2005 年、EAGLE のメンバーは協会を解散し、新たな文書の入力を停止することを決定

した。オープンアクセス化の流れの中、EAGLE の 後の運営エージェントであった FIZ 

Karlsruhe は、EAGLE の元メンバーの同意と承認を得た上で、SIGLE のレコードをフラ

ンスの国立科学研究センター科学技術情報研究所（INIST-CNRS: Institut de l'Information 

Scientifique et Technique）に移管した。OpenSIGLE プロジェクトと名付けられたこの取

り組みでは、それまで収集したすべてのSIGLE レコード（単純化されたXML形式で構成）

を DSpace オープンリポジトリを通じて、誰でも自由に利用できるようにした。 

2009 年から 2010 年にかけて、GreyNet International12が OpenSIGLE に参加し、灰

色文献国際会議シリーズのプレプリントをリポジトリに追加した。会議論文への全文アク

セスを提供することで、グレイマテリアルに関する国際的な研究へのオープンアクセスを

実現しようとする取り組みであった。 

2011 年、OpenSIGLE はそのプラットフォームと名称を変更し、オープンリポジトリ

OpenGrey としてリニューアルすることとなった。OpenGrey では、フルテキストの取り込

みと保存という新たな機能とコンテンツの提供を行うとともに、以前の SIGLE に収録され

ていた書誌レコードはすべて OpenGrey を通じて再び無料で検索できるようになった。 

このように、運営主体が変わるなど紆余曲折ありながらも、機能拡張とオープンアクセス

化を推進してきた OpenGrey であるが、2020 年にサービスプロバイダである INIST-CNRS

から廃止が通知され、これまで収集したデータへのオープンアクセスを保証するために、

 
11 Schöpfel, Joachim, Data from “OpenGrey, System for Information on Grey Literature in Europe”.
（公表年不明）. https://doi.org/10.17026/dans-xtf-47w5 
12 https://www.greynet.org [Last accessed: 2023/3/22] 
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DANS EASY にデータベースとしてアーカイブされることとなった。なお、DANS EASY 

は、Nestor および CoreTrustSeal で認定されたデータアーカイブである。 

3）収録データの内容 

OpenGrey に収集されているデータは、主題ごとに分類コードが付されている。表 2.3-3

はその一覧を示したものである（04 及び 18 は欠番）。このほか、Blog として 25 の情報が

掲載されている。 

表 2.3-3 主題の分類コード 

主題 細目 

01 Aeronautics 
航空学 

010 Aeronautics, general（航空学一般） 

01A Aerodynamics（エアロダイナミクス） 

01B Aircraft operations, aircraft safety, aircraft accidents, air traffic 
control（航空機の運航、航空機の安全、航空機事故、航空管制） 

01C Aircraft, aircraft components（航空機、航空機部品） 

01D Aircraft flight control, aircraft instrumentation（航空機の飛行制

御、航空機計装） 

01E Airport operations（空港運営） 

01F Parachutes, decelerators（パラシュート、減速機）  

02 Agriculture, 
plant and 
veterinary 
sciences 
農学、植物学、獣

医学 

020 Agriculture, plant and veterinary sciences, general（農学・植物学・

獣医学一般） 

02A Agricultural chemistry, fertilisers, animal feed, silage, pesticides, 
soil conditioners（農芸化学、肥料、飼料、サイレージ、殺虫剤、土壌改

良剤） 

02B Agricultural economics, agricultural markets（農業経済学、農業市

場） 

02C Agricultural engineering（農業工学） 

02D Agronomy, crop production, crop diseases, horticulture（農学、作

物生産、作物病害、園芸） 

02E Animal husbandry, farm animals, pets（畜産、家畜、ペット） 

02F Forestry, agroforestry, sustainable forestry（林業、アグロフォレス

トリー、持続可能な林業） 

02G Veterinary sciences, veterinary medicine（獣医学、獣医学） 

02H Aquaculture, fisheries, fishing（養殖、漁業、フィッシング）  

03 
Environmental 
pollution, 
protection and 
control 
環境汚染、保護及

び管理 

 

030 Environmental pollution, protection and control, general（環境汚

染、保護および管理、一般） 

03A Air pollution, emissions, acid rain（大気汚染、排出ガス、酸性雨） 

03B Noise pollution（騒音公害） 

03C Water pollution, oil pollution, sewage treatment, water treatment
（水質汚濁、油濁、下水処理、水処理） 

03D Land pollution, soil pollution（土地汚染、土壌汚染） 

03E Radioactive pollution, nuclear waste（放射能汚染、核廃棄物） 

03F Solid waste pollution, waste disposal, landfills（固形廃棄物汚染、
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廃棄物処理、埋め立て） 

03G Environmental health, environmental safety（環境衛生、環境安全） 

03H Environmental law, environmental regulations（環境法、環境規

制） 

03I Waste recycling (non-nuclear), waste recovery（廃棄物リサイクル

（非核）、廃棄物回収） 

03J Nuclear waste reprocessing（核廃棄物の再処理） 

05 Humanities, 
psychology and 
social sciences 
人文学、心理学、

社会科学 

 

050 Humanities, psychology and social sciences, general（人文科学、心

理学および社会科学一般） 

05A Management, administration, business studies（経営・アドミニス

トレーション・経営学） 

05B Information science, librarianship（情報科学、ライブラリアンシッ

プ） 

05C Ergonomics（人間工学） 

05D Economics, economic theory（経済学、経済理論） 

05E History（歴史） 

05F Archaeology（考古学） 

05G Anthropology, folklore, ethnology（人類学、民俗学、民族学） 

05H Philosophy, theology, religion（哲学、神学、宗教） 

05I Law, law enforcement, penal administration（法律、法執行、刑事

行政） 

05J Political science, public administration（政治学、行政学） 

05K Linguistics（言語学） 

05L Literature, mass media, performing arts（文学、マスメディア、舞

台芸術） 

05M Sport, Recreation, tourism（スポーツ、レクリエーション、観光） 

05N Arts, crafts（アート、工芸） 

05O Architecture（建築） 

05P Education, training（教育、研修） 

05Q Psychology（心理学） 

05R Sociology, social studies, welfare studies, social services（社会学、

社会研究、福祉学、社会サービス） 

05S Labour studies（労働研究） 

05T Health services, health administration, community care services
（保健サービス、保健行政、地域ケアサービス） 

05U Housing provision, property（住居提供、財産） 

05V Urban planning, rural planning, transport planning, countryside 
conservation（都市計画、農村計画、交通計画、農村保全） 

05W Demography, population studies（人口学、人口研究） 

05X Internal and EU commerce, domestic marketing, consumer affairs
（域内および EU 通商、国内マーケティング、消費者問題） 

05Y International commerce, international marketing, international 
trade（国際商取引、国際マーケティング、国際貿易） 

05Z Banking, finance, taxation（銀行、金融、税務） 
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06 Biological and 
medical sciences 
生物学・医学 

 

060 Biological and medical sciences, general（生物学・医学一般） 

06A Biochemistry（生化学） 

06B Bioengineering, biomedical engineering, biotechnology, 
biochemical engineering（生物工学、医用生体工学、生物工学、生化学工

学） 

06C Human anatomy, human histology（人体解剖学、ヒト組織学） 

06D Bionics（バイオニクス） 

06E Medicine（医学） 

06F Ecology（生態学） 

06G Escape, rescue, survival（脱出、レスキュー、サバイバル） 

06H Food technology, food microbiology（食品技術、食品微生物学） 

06I Hygiene, sanitation（衛生学、公衆衛生） 

06J Industrial medicine, occupational health（産業医・産業保健） 

06K Life-support systems（生命維持システム） 

06L Medical equipment, hospital equipment, medical diagnostic 
equipment（医療機器、病院機器、医療診断機器） 

06M Microbiology（微生物学） 

06N Personnel selection, employee fitness（人事選考、社員の適性） 

06O Pharmacology, pharmacy, pharmaceutical chemistry（薬理学、薬

学、薬化学） 

06P Physiology（生理学） 

06Q Protective equipment, protective clothing（保護具、防護服） 

06R Radiobiology, radiation biology（放射線生物学） 

06S Stress physiology, human, aerospace medicine（ストレス生理学、

人間、航空宇宙医学） 

06T Toxicology, poisons（毒物学、毒物） 

06U Wounds, Injuries, trauma medicine（傷、けが、外傷治療） 

06V Genetics, cytology, molecular biology（遺伝学、細胞学、分子生物

学） 

06W Botany（植物学） 

06X Zoology（動物学） 

06Y Biophysics（生物物理学） 

06Z Alternative medicine（代替医療）  

07 Chemistry 
化学 

 

070 Chemistry, general（化学一般） 

07A Chemical engineering, industrial chemistry（化学工学、工業化学） 

07B Inorganic chemistry（無機化学） 

07C Organic chemistry（有機化学） 

07D Physical chemistry（物理化学） 

07E Nuclear chemistry, radiochemistry（核化学、放射化学） 

07F Analytical chemistry（分析化学）  

08 Earth and 
atmospheric 
sciences 
地球・大気科学 

080 Earth and atmospheric sciences, general（地球および大気科学一

般） 

08A Oceanography（海洋学） 

08B Hydrology, limnology（水文学、陸水学） 



 

37 
 

08C Glaciology, snow, ice, permafrost（氷河学、雪、氷、永久凍土） 

08D Geography（地理） 

08E Geology, mineralogy, sedimentology（地質学、鉱物学、堆積学） 

08F Seismology, earthquakes（地震学、地震） 

08G Volcanology, plate tectonics（火山学、プレートテクトニクス） 

08H Earth, interior structure（地球、内部構造） 

08I Geochemistry（地球化学） 

08J Geomagnetism, geodesy, cartography（地磁気学、測地学、地図学） 

08K Soil Science, pedology（土壌科学、ペドロジー） 

08L Mining（マイニング） 

08M Atmospheric sciences（大気科学） 

08N Meteorology, climatology（気象学、気候学） 

08O Environment（環境） 

08P Waste management（廃棄物管理） 

08Q Biosphere（生物圏） 

09 Electronics 
and electrical 
engineering, 
computer science 
電子工学、電気工

学、計算機科学 

 

090 Electronics and electrical engineering, computer science, general
（電子工学、電気工学、計算機科学、一般） 

09A Components（コンポーネント） 

09B Circuits（回路） 

09C Electronic devices, electromechanical devices（電子機器、電気機械

機器） 

09D Optoelectronics（光電子工学） 

09E Power transmission, signal transmission（送電、信号伝送） 

09F Electrometry, electronic test equipment（エレクトロメトリ、電子

試験装置） 

09G Computer hardware（コンピュータハードウェア） 

09H Computer software, programming（コンピュータソフトウェア、プ

ログラミング） 

09I Control systems, control theory（制御系、制御理論） 

09J Information theory, coding theory, signal processing（情報理論、

符号理論、信号処理） 

09K Pattern recognition, image processing（パターン認識、画像処理） 

09L Computer-Aided Design (CAD)（コンピュータ支援設計） 

09M Computer Aided Manufacturing (CAM)（コンピュータ支援製造） 

09N Robotics（ロボティクス） 

09O Applications of computer science, business data processing（コン

ピュータサイエンスの応用、ビジネスデータ処理） 

09P Artificial Intelligence（人工知能） 

Energy and 
power 
エネルギー、電力 

100 Energy and power, general（エネルギー、電力一般） 

10A Coal（石炭） 

10B Oil（石油） 

10C Natural gas（天然ガス） 

10D Oil shales, coal shales, tar sands（オイルシェール、コールシェー

ル、タールサンド） 
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10E Fission fuels（核分裂燃料） 

10F Fusion fuels（核融合燃料） 

10G Isotope technology, radiation source technology（アイソトープ技

術、放射線源技術） 

10H Hydrogen（水素） 

10I Other synthetic and natural fuels（その他の合成・天然燃料） 

10J Hydro energy（水力エネルギー） 

10K Solar energy（太陽エネルギー） 

10L Geothermal energy（地熱エネルギー） 

10M Wave power, tidal power（波力・潮力） 

10N Wind power（風力） 

10O Nuclear power plants（原子力発電所） 

10P Nuclear reactor technology（原子炉技術） 

10Q Energy storage（エネルギー貯蔵） 

10R Direct energy conversion, Fuel cells（直接エネルギー変換、燃料電

池） 

10S Energy conservation, Energy consumption（省エネ、エネルギー消

費） 

10T Special purpose power plants（専用発電所） 

10U Biomass energy（バイオマスエネルギー） 

10V Thermodynamic cycles（熱力学サイクル） 

10W Conventional power plants（従来型発電所）  

11 Materials 
材料 

 

110 Materials, general（材料、一般） 

11A Adhesives, sealants（接着剤、シーラント） 

11B Ceramics, refractories, glasses（セラミックス、耐火物、ガラス） 

11C Coatings, paints, finishes（コーティング、塗料、仕上げ） 

11D Composites（コンポジット） 

11E Fibres, textiles（繊維、織物） 

11F Metallurgy, metallography（冶金・金属学） 

11G Miscellaneous materials（その他の素材） 

11H Oils, Lubricants, hydraulic fluids（オイル、潤滑剤、作動油） 

11I Plastics（プラスチック） 

11J Elastomers（エラストマー） 

11K Solvents, cleaners, abrasives（溶剤、クリーナー、研磨剤） 

11L Wood, paper（木、紙） 

11M Material degradation, corrosion, fracture mechanics（材料劣化、

腐食、破壊力学） 

12 Mathematical 
sciences 
数理科学 

120 Mathematical sciences, general（数理科学一般） 

12A Pure mathematics（純粋数学） 

12B Statistics, operations research（統計、オペレーションズ リサーチ） 

12C Applied mathematics（応用数学） 

13 Mechanical, 
industrial, civil 
and marine 

130 Mechanical, industrial, civil and marine engineering, general（機

械、産業、土木および海洋工学、一般） 
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engineering 
機械、産業、土木

および海洋工学 

 
 

13A Air conditioning, heating, lighting, ventilation, refrigeration（空

調、暖房、照明、換気、冷蔵） 

13B Civil engineering（土木工学） 

13C Construction equipment, building materials（建設機械、建材） 

13D Containers, Packaging（容器・包装） 

13E Couplings, fittings, fasteners, joints（カップリング、フィッティン

グ、ファスナー、ジョイント） 

13F Ground transport systems（地上交通システム） 

13G Hydraulic systems, pneumatic systems（油圧システム、空圧シス

テム） 

13H Industrial processes, manufacturing processes（工業プロセス、製

造プロセス） 

13I Machinery, tools（機械・工具） 

13J Marine engineering, offshore engineering（海洋工学） 

13K Pumps, filters, pipes, tubing, valves, pressure vessels（ポンプ、フ

ィルター、パイプ、チューブ、バルブ、圧力容器） 

13L Safety engineering（安全工学） 

13M Structural engineering（構造工学） 

13N Building technology（建築技術） 

14 Methods and 
equipment 
方法、装置 

 

140 Methods and equipment, general（方法および装置、一般） 

14A Cost effectiveness, cost-benefit analysis（費用対効果、費用便益分

析） 

14B Laboratories, test facilities, test equipment（実験室、試験施設、試

験装置） 

14C Recording equipment（記録装置） 

14D Equipment reliability, quality control（機器の信頼性、品質管理） 

14E Reprographics, photographic processes（複写、写真処理）  

15 Military 
sciences 
軍事科学 

 

150 Military sciences, general（軍事科学一般） 

15A Antisubmarine warfare（対潜戦） 

15B Chemical warfare, biological warfare（化学兵器、生物兵器） 

15C Defence（防衛） 

15D Military intelligence（軍事情報） 

15E Military logistics（軍用兵站） 

15F Nuclear warfare（核戦） 

15G Military operations, military strategy, military tactics（軍事作戦、

軍事戦略、軍事戦術）  

16 Missile 
technology 
ミサイル技術 

 

160 Missile technology, general（ミサイル技術一般） 

16A Missile launching, missile ground support（ミサイル発射、ミサイ

ル地上支援） 

16B Missile trajectories（ミサイル弾道） 

16C Missile warheads, missile fuses（ミサイル弾頭、ミサイル信管） 

16D Missiles（ミサイル） 

17 Navigation, 
communications, 

170 Navigation, communications, detection and countermeasures, 
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detection and 
countermeasures 
ナビゲーション、

通信、検出および

対策 

 

general（ナビゲーション、通信、検出および対策一般） 

17A Acoustic detection, sonar（音響探知、ソナー） 

17B Communication systems, telecommunications（通信システム、電

気通信） 

17C Direction finding（方向探知） 

17D Electronic countermeasures, acoustic countermeasures（電子対策、

音響対策） 

17E Infrared detection, ultraviolet detection（赤外線検出、紫外線検出） 

17F Magnetic detection（磁気探知） 

17G Navigation（ナビゲーション） 

17H Optical detection（光検出） 

17I Radar detection（レーダー探知） 

17J Seismic detection（地震検知）  

19 Ordnance 
軍需品 

 

190 Ordnance, general（軍需品一般） 

19A Pyrotechnics, explosives, ammunition（花火、爆発物、弾薬） 

19B Bombs（爆弾） 

19C Combat vehicles（戦闘車両） 

19D Explosions, ballistics, armour（爆発、弾道学、装甲） 

19E Fire control, bombing systems（火器管制、爆撃システム） 

19F Guns（銃） 

19G Rockets（ロケット） 

19H Underwater ordnance（水中兵器） 

20 Physics 物理

学 

 

200 Physics, general（物理学一般） 

20A Theoretical physics（理論物理学） 

20B Elementary particles, high energy physics（素粒子、高エネルギー

物理） 

20C Nuclear physics, particle accelerators（核物理、粒子加速器） 

20D Atomic physics, molecular physics（原子物理学、分子物理学） 

20E Optics, masers, lasers（光学、分子増幅器、レーザー） 

20F Acoustics, vibrations, noise analysis（音響・振動・騒音解析） 

20G Thermodynamics（熱力学） 

20H Metrology（時間計測） 

20I Fluid mechanics（流体力学） 

20J Plasma physics, gas discharges（プラズマ物理、ガス放電） 

20K Solid-state physics（固体物理学） 

20L Biophysics（生物物理学） 

20M Astrophysics（天体物理学）* 

20N Astronomy, celestial mechanics（天文学、天体力学） 

20O Astrophysics（天体物理学）* 

20P Cosmic rays（宇宙線） 

20Q Astrogeology, planetary research（宇宙地質学、惑星研究） 

*重複 

出典：OPENGREY ウェブサイト< https://opengrey.eu >の情報を未来工学研究所訳出 

[Last accessed:2023/3/22] 
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これらの主題ごとに分類された個々のグレイマテリアルは、次のようなフォーマットで

とりまとめられていた。メタデータは、受入番号（Accession Number）、タイトル、著者、

組織、資金提供機関、発行年月・ページ数、利用可能性、文書のタイプ、国、言語、概要、

分類コード、キーワードである。 

 

 

図 2.3-5 収録データのサンプル 

出典：Wikipedia 

https://en.wikipedia.org/wiki/System_for_Information_on_Grey_Literature_in_Europe 
[Last accessed:2023/3/22] 

4）データの収集・入力手続きと質保証13  

OpenSIGLE 及び OpenGrey に移行する以前において、SIGLE に収録するグレイマテリ

アルのサンプリング戦略は EAGLE によって決定され、SIGLE 技術委員会が調整した後、

合意された明示的な規則に従ってメンバー機関が収集、入力する、という形がとられた。

OpenSIGLE 以降は、GreyNet International が灰色文献国際会議のデータ入力を担ってい

る。なお、レコード及びデータベースの使用権は EAGLE の精算時に失効したが、入力に関

する著作権は、レコードを提供した各メンバー組織に残っている。 

SIGLE の質保証に関して、目録作成の規則は、国際核情報システム (INIS) の規則に準

拠しており、対象分類体系は、米国連邦科学技術会議科学技術情報委員会 (COSATI) によ

 
13 Schöpfel, Joachim, Data from “OpenGrey, System for Information on Grey Literature in Europe”.
（公表年不明）. https://doi.org/10.17026/dans-xtf-47w5 
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って承認された規則の修正版を用いている。基本的には、各国のメンバー機関が自国のレコ

ードの品質に対する責任を負うことになっているが、運営エージェントが規則に準拠して

いないデータを拒否するなど、品質管理において重要な役割を果たした。また、SIGLE 技

術委員会は合意された規則が遵守されているかの監査を担った。一方、メンバーシップの規

則はそれほど厳密ではなく、「かなりの柔軟性により、多くの国がその能力に応じて多かれ

少なかれ参加することが可能になった」ことが指摘されている(Wood & Smith 1993, p.2114)。

なお、OpenSIGLE 及び OpenGrey リポジトリへの移行時においては、SIGLE の 後の運

営エージェントである FIZ Karlsruhe と移行先のサービスプロバイダである INIST-CNRS

が様々な形で補完的に品質管理を行っている。 

 

(3) SIPER（the Science and Innovation Policy Evaluation Repository） 

1）概要 

科学＆イノベーションの政策評価リポジトリである SIPER は、科学＆イノベーションの

政策評価に関する豊富でユニークなデータベースで、その主な地理的範囲は、EU および

OECD 加盟国である。 

統一されたテンプレートに従った各評価レポートの体系的な特徴付けに基づいて、ユー

ザーは特定の特性を組み合わせた評価を検索したり、特定の種類の政策手段や手段を扱っ

たりすることができる。 

ドイツのカールスルーエにある  Fraunhofer Institute for Systems and Innovation 

Research ISI を拠点とするチーム（4 名）によって運営されている。すべてのチームメン

バーは、the Business Unit Societal Change and Innovation of the Competence Center 

Policy and Society で働いている。 

主な読者は、科学・イノベーション政策への介入や手法の設計、実施、管理、評価に携わ

る政策立案者、評価実務者、科学・イノベーション政策評価や科学・技術・イノベーション

（STI）研究の広い分野に携わる研究者を想定している。 

2）目的 

SIPER の目的は下記のとおりである。 

 単一の場所で政策評価の独自のコレクションへのオンラインアクセスを提供する。 

 様々な政策目標に対して何が機能し、何が機能しないかについての洞察を提供するデ

ータベース コンテンツの十分な情報に基づいた分析を提供することにより、政策学習

を可能にする。 

 特に、RISIS コア機能（https://rcf.risis2.eu/）を使用して様々なデータベースからの情

報を組み合わせることにより、新しい研究課題の開発において学者をサポートする。 

 
14 Wood, D. N., & Smith, A. W. (1993). SIGLE: A Model for International Cooperation. Interlending & 
Document Supply, 21(1), 18–22. https://doi.org/10.1108/02641619310154331. 
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3）ファンディング 

SIPER は、科学＆イノベーション政策研究のための研究基盤 (RISIS15) の一部で、RISIS

の 初のファンディング期間中、データベースはマンチェスター大学イノベーション研究

研究所 (MIoIR)、マンチェスター大学のアライアンス マンチェスター ビジネス スクール

によって開発および実装された。 

EU の Horizon 2020 研究＆イノベーション プログラム (助成契約番号 824091) に基

づく第 2 期ファンディング期間 (RISIS2) の開始に伴い、データベースの保守およびさら

なる開発を含むデータベースの責任は、フラウンホーファー研究所に移された。 

4）レポジトリ 

検索は次図に示すように、特性によるものと、キーワードによるものの２つのタイプが用

意されている。 

・Search files by characteristics 

・Full text search by keywords 

 

 
 

 

図 2.3-6 SIPER の検索のタイプ 

（出典）SIPER のウェブサイト：https://si-per.eu/siper-en/index.php 

 
15 RISIS については 3.3.3 の(3)の項にて詳述する 
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5）データ 

SIPER は、コード化された評価レポートごとに 3 種類の公的にアクセス可能なデータを

提供している。 

 対象、モダリティ、および目的を含む、政策手段の基本的な分類 

 タイトル、著者、言語、国など、各評価レポートの基本情報 

 レポート自体から推測できる要素の事実に基づく特徴付け (方法、タイミング、トピ

ックなど) 

6）評価対象 

SIPER を介して入手可能な評価および関連文書は、ウェブサイトをターゲットにし、地

域および国の省庁、国際機関および超国家機関、STI 政策評価の主要組織の関連する個人に

アプローチすることを含む、半構造化検索プロセスを使用して特定およびアクセスされて

いる。EU が OECD と共同で進めている OECD STIP Compass には、収集された測定値に

ついて評価レポートが利用可能かどうかについての質問も含まれるようになった。 

特定された評価がコーディングプロセスの適用に適していることを確認するために、下

記の基準が適用される。 

 主題のメリット、価値、および重要性の体系的な決定を含む 

 科学＆イノベーションの政策手段または措置、つまり、科学とイノベーションの活動

を支援するすべての公的介入（科学とイノベーションを専門とする省庁/機関に限定

されない）に直接関係する 

 特定の政策手段または手段のグループを評価する 

 際立った方法論を持つ 

 パフォーマンスに関する証拠を提供する 

7）SIPER の構築 

次図に示すように、SIPER を構築して 新の状態に保つために、多段階の手順を敷いて

いる。 

① 省庁、政府またはその他の機関、国家および超国家組織のウェブサイト、主要な評価

実務家のウェブサイトなど、幅広い情報源から科学およびイノベーション政策の評

価を収集 

② 各報告書の事実の特徴付けを実行し、各評価報告書が Web インターフェースを介し

てこれらの特性 (評価のタイミングと方法、支援の方法、政策措置の目的など) で検

索できるようにする 

③ 特徴付けと関連文書をデータベースにアップロードする 

 
データの品質を確保するために、RISIS1 で開発された標準化されたコーディング テン

プレートとコーダーマニュアルを適用している。さらに、コーダー間の信頼性を確保するた

めに、様々なチームメンバーによるダブルコーディングプロセスをランダムに選択された

レポートに適用している。 
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図 2.3-7 SIPER 構築の手順 

（出典）Data & Methods（https://si-per.eu/siper-en/data-methods/）より未来工学研究所作成 

 

(4) ミシガン大学図書館研究ガイド16 

1）概要 

ミシガン大学図書館では、グレイマテリアル（灰色文献）を活用したヘルスサービス研究

や政策研究のためのガイドとして、情報検索の方法や情報源情報をまとめ、ウェブサイトで

一般公開している。同大学図書館では、学内関係者限定で利用できる各種データベースも用

意しているが、ここでは、 も簡易なデータプラットフォームの一形態として、この研究ガ

イドについて紹介する。 

まず、トップページの構造を示すと次の通りである。 

 

 
16 https://guides.lib.umich.edu/c.php?g=283076&p=1886023 [Last accessed: 2023/3/22] 
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図 2.3-8 ミシガン大学図書館研究ガイド（灰色文献編）のトップページ 

出典：https://guides.lib.umich.edu/c.php?g=283076&p=1886023 

 
中央には、一般的な情報として、灰色文献の概要と利用の意義、そして、他の有益な情報

源として、4 つのサイトが紹介されている。紹介されているサイトの中には、前述の

OPENGLEY の運営機関である GreyNet International による「Resources in Grey 

Literature (GRL)17」も含まれる。 

左端には全体のメニューと問い合わせ先が示されており、メニューには、灰色文献検索の

ための戦略と分類別の解説ページへのリンクが記載されている。右端に掲載されている「灰

色文献の種類」は、メニューに記載の分類をより詳細に示したものである。 

以下では、図 2.3-8 において太字で示した、特に特徴的と思われる部分を抜き出し、その

内容を紹介する。 

2）灰色文献検索のための戦略 

灰色文献検索のための戦略として、次のような 3 つの検索方法が紹介されている（図 

2.3-9）。 

 

 
17 https://www.greynet.org/greysourceindex.html [Last accessed: 2023/3/22] 
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図 2.3-9 灰色文献検索のための戦略の紹介ページ 

出典：https://guides.lib.umich.edu/c.php?g=283076&p=6761516 

 
まず、戦略 1 は「機関のウェブサイトへ直接アクセスする」場合であり、ヘルス関連の研

究に取り組んでいる機関へのリンクを、非政府系組織（19）と連邦政府機関（7）に分けて

掲載している。 

戦略 2 では「ポータルサイトを活用する」場合であり、組織を特定したり、灰色文献を直

接検索するのに役立つ情報源として、次の 3 つを掲載している。 

 
 Kennedy School of Government Think Tank Search：公共政策研究・分析を実施して

いる 1200 以上のシンクタンク及び研究センターのレポートを検索可能 

 Health Services Research Information Central：ヘルスサービス研究に関するデータ

や報告書、ファンディング情報等のリンクを多数掲載 

 Grey Literature Producing Organizations：公衆衛生研究関連の GM を発行している

組織のリスト。ニューヨーク医学アカデミーが運用 

 
戦略 3 は、「Google 応用検索を活用する」場合であり、ドメイン（org、gov、com など）

やファイル形式（pdf など）を限定して検索する方法や、関連サイトを見つける方法などが

記載されている。 

3）データベース及び主題別情報源 

データベース及び主題別の情報源を紹介したページでは、40 の外部リンクをその概要と

ともに掲載している。 
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図 2.3-10 データベース及び主題別情報源の紹介ページ 

出典：https://guides.lib.umich.edu/c.php?g=283076&p=1886024 

4）その他の情報源（SNS 等） 

その他の情報源に関するページでは、「なぜ、ソーシャルメディアの検索が重要なのか」

の意義が簡潔にまとめられているほか、学位論文等の検索サイトの紹介や、灰色文献の検索

のあり方について学びを深めたい人のための情報源情報、ソーシャルメディアごとの引用

方法等について解説がなされている。 
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図 2.3-11 その他の情報源（SNS 等）の紹介ページ 

出典：https://guides.lib.umich.edu/c.php?g=283076&p=1886029 
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2.3.3 データに関するプラットフォーム事例 

(1) NTIS（韓国） 

1）プラットフォーム概要18 

a. 運営主体 

国家科学技術知識情報サービス（국가과학기술지식정보서비스， National Science & 

Technology Information Service：NTIS）は韓国科学技術情報研究院（한국과학기술정보연구원，

Korea Institute of Science and Technology Information ：KISTI）が運営する科学研究事

業、研究課題、研究者、成果など国家研究開発事業に関する情報を一元的に提供する知識情

報ポータルサイトである。従前は省庁別、機関別に個別管理されていた国家研究開発（R&D）

事業関連情報と科学技術情報を共有し、共同活用して、国家 R&D 投資の効率を高め、研究

生産性の向上に貢献することを主な目的とする。2008 年 1 月に運用が開始され、当初は政

策担当者のみの使用が想定されていたが、現在データベースは科学技術知識情報に関心の

あるすべての国民のために開放されている。NTIS の実装にあたりシステム運営は以下の 3

点を主眼とする。 

 
① 事業内容： 

省庁別、機関別に個別管理されている国家 R&D 事業関連情報と科学技術知識情報を

共有・共同活用して、国家 R&D 投資効率と研究生産性を向上させる。 

 
② 国家 R&D 投資の効率化： 

政策立案の基礎資料提供など根拠ベースの R&D 企画支援、国家 R&D 事業と機関成

果評価の透明な情報提供、国家 R&D 予算の重複投資の防止 

 
③ 研究生産性向上支援： 

利用者カスタマイズ情報の自動表示、研究実績自動管理、国家 R&D 現況、カスタマ

イズパッケージ情報、 新研究動向、国家 R&D リアルタイム分析環境の提供 

 
NTIS では国家科学技術諮問会議議案、国会立法調査処、国会予算政策処、議案情報など

国会公式資料、科学技術情報通信部傘下の行政委員会(関係閣僚会議など)、国家政策研究ポ

ータル(NKIS)刊行物など公式資料のみを使用している。韓国科学技術企画評価院(KISTEP)

傘下の NTIS チーム(総員 12 名)が専任で運営している。現在、(政策・技術動向)国家科学技

術諮問会議の議案(2023 年 3 月現在、合計 1,225 件)、国会立法調査処、国会予算政策処、

議案情報など国会公式資料(2023 年 3 月現在、合計 1,380 件)、科学技術情報通信部傘下の

行政委員会(関係長官会議など)(2023 年 3 月現在、合計 337 件)、国家政策研究ポータル

(NKIS)刊行物(2023 年 3 月現在、合計 4,476 件)、科学技術及び革新政策動向(2023 年 3 月

現在、合計 56,812 件)などのデータを整備している。現在のタイプのシステムの構築(2016

 
18 https://www.ntis.go.kr/ThAbout.do 
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年)に 1 年程度かかり、公式文書収集チャンネルのみ運用中の状態であるが、ほぼ毎年デー

タ収集範囲(チャンネル)が追加されており、データ収集には 6 年以上を費やしている。シス

テム構築を含めてデータ整備には、システム構築(2016 年)以降、7 億ウォン以上(構築、人

件費などを含む)の予算が投入された。 

NTIS は、会員登録後、誰でも利用可能であり、利用者は R&D マイクロデータを申請して

受け取ることができ、これを利用してデータを加工して使用可能である。 

実施体制については、18 の省庁の代表専門機関(韓国研究財団、韓国産業技術評価管理院な

ど)から情報連携を通じてデータを入手している。研究開発成果専門機関(論文：韓国科学技

術情報研究院、特許：韓国特許戦略開発院等)から情報連携を通じてデータを入手している。 

必要となるコンテンツは科学技術情報通信部と協議して選定されている。NTIS の年間の

予算は 2008 年から現在までで予算は年間 40 億ウォン程度となっている。 

b. 運用・組織体制 

NTIS の運用には以下の政府機関が関与している。 

まず、国家科学技術諮問会議運営委員会が科学技術及び国家研究開発事業に関連する知

識・情報の効率的な管理・流通に関する主要事項の審議を行い、上位方針を決定する。それ

を受けた NTIS 事業推進委員会は、NTIS 事業推進に関する主要事項を審議・調整する。 

科学省に相当する中央省庁である科学技術情報通信部（科学技術情報分析課が担当）は、

科学技術及び国家研究開発事業に関する知識・情報の管理・流通体制の構築（基本計画及び

事業計画の樹立・調整、NTIS システムの構築・運営など）、関係機関の役割の明確化など

関係機関の協力体制の維持に向けた業務を所掌する。 

科学技術情報通信部内に研究制度協議会（関係省庁の実務者で構成）、専門家協議会（関

係省庁推薦の専門家で構成）を置き、NTIS 運営に関する意見集約及び協議、技術諮問など

が行われる。また、実務者協議会（代表的な専門機関の実務チーム長で構成）が NTIS と省

庁代表専門機関の独自システムの具体的な連携方案の協議などを協議する。 

NTIS の総括主管機関は、上記の韓国科学技術情報研究院（KISTI）であり、共同研究機

関である韓国科学技術企画評価院（KISTEP）とともに NTIS 詳細システム構築計画策定、

統合システム構築・運営や 18 の省庁・庁、10 の研究開発機関などとの情報連携を行ってい

る。 

 

NTIS の設置根拠法令は、科学技術基本法第 26 条（科学技術知識・情報等の管理・流通）

及び同法施行令第 40 条（科学技術知識・情報等の管理・流通体制の構築など）および国家

研究開発革新法第 20 条（統合情報システム構築及び運営)及び同法施行令第 43 条（統合情

報システムの運営及び利用）である。 

c. 事業戦略 

NTIS は現在、①開放・共有・協業を通じた知能型 NTIS の高度化（ニーズ対応型データ

分析サービスの強化、利用者が参加する知識共有サービスの構築、国家研究開発成果拡散の

ための国民体感サービスの強化、簡単で便利なインテリジェント NTIS 高度化）、②国家
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R&D 全周期（全期間19）支援の高度化（国家 R&D 意思決定業務支援強化、科学技術統計資

料提供サービスの拡大）、③クラウドベースのインフラ統合管理システムの構築（クラウド

型への転換による NTIS 情報資源構築、インテリジェントデータ分析のための Data Lake

構築）を三大推進戦略と位置付け、システムの高度化（AI 化）とユーザー利便性の向上に

取り組んでいる。 

塁次の推進基本計画の 新版である「NTIS 6.0 基本計画（2022~2024 年）」（下表参照）

では「科学技術データ、知識、経験の共有と協力を通じたイノベーション成長動力の提供」

を目標に、インテリジェントな研究協力エコシステムの構築のステップと位置付け、研究者

とともに企業の利用を強化し、サービスの AI 化を推進し、従前の国家レベルの科学技術関

連情報に加え、地域 R＆D 情報の提供を行い、イノベーションの裾野を広げることが企図さ

れている。また R＆D 全周期支援の重点を引き続き企画・調整段階という R＆D の初期段

階に置いていくことも確認されている。 

 
19 NTIS の英語版ウェブサイトでは Life Cycle の語が当てられている。 
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表 2.3-4 NTIS の発展段階 

推進段階 目標 ステップ 利用者 サービス 対象情報 R&D 支
援範囲 

NTIS 6.0 
基本計画 

2022~2024
年 

科学技術デー
タ、知識、経験
の共有と協力
を通じたイノ
ベーション成
長動力の提供 

インテリジ
ェントな協
力エコシス
テム 

研究者（企
業）・国民 

知能化（高
度化） 

国家 R&D 情報
科学技術情報海
外 R&D 
政策技術動向 
分析情報 
地域 R&D 

R&D の
全周期 
(企画・調
整段階強
化) 

NTIS 5.0 
基本計画 

2019~2021
年 

研究者と国民
が共にする開
かれた科学技
術知識情報サ
ービスの実現 

研究現場の
イノベーシ
ョン支援 

研究者・国
民 

知能化(一
部) 

国家 R&D 情報
科学技術情報海
外 R&D 
政策技術動向 
分析情報(一部) 

R&D の
全周期 
(企画・調
整段階支
援) 

NTIS 4.0 
発展計画 

2016~2018
年 

開放型国家科
学技術知識情
報ハブへの跳
躍 

成果活用・
拡散 

研究者・省
庁 

簡略化 国家 R&D 情報
科学技術情報海
外 R&D 
政策技術動向 

R&D の
全周期 
(企画・調
整段階一
部支援) 

NTIS 3.0 
創造・共有

計画 
2013～2015

年 

国家 R&D 情報
の開放・共有・
協力強化によ
る国家科学技
術価値の 大
化 

情報共同活
用の強化 

研究者中心 高度化 政府 R&D 情報
動向情報(一部) 

一部段階 
(企画・調
整段階未
支援) 

NTIS 2.0 
高度化計画 
2010~2012

年 

インテリジェ
ント協業イン
フラ構築によ
る国家科学技
術価値の 大
化 

情報連携の
拡大 

政策・企画
立案者 

拡散・応用 政府 R&D 情報 一部段階 
(企画・調
整段階未
支援) 

NTIS 1.0 
基本計画 

2007～2009
年 

国家 R&D 投資
の効率性向上、
汎省庁協力体
制の強化、標準
化に基づくサ
ービス連携 

協力体制整
備 

課題担当者 基盤造成 政府 R&D 情報 一部段階 
(企画・調
整段階未
支援) 

出典：NTIS ウェブサイト「NTIS 발전단계」< https://www.ntis.go.kr/ThVission.do>よ

り未来工学研究所作成
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2）サービス、データの概要 

a. データ内容 

NTIS が提供するサービスと関連するデータの概要及び特徴は以下のとおりである。 

全体的に、科学技術関連情報の一覧性を高められるようにデータの可視化や検索性の向

上が図られている。 

統合的な公告システムは、従前省庁間に散在して把握が容易ではなかった科学技術 R＆D

に関する情報を、一元的に把握できるようにする画期的なシステムである。科学分野への重

複投資を避けるとの意図から類似案件の検索を容易に行うことのできるシステムとなって

いる。入札の透明性を高めるため審査委員の情報をプールしておき、関係者が利益相反関係

を検出できるように工夫がなされている点も興味深い。また、利用者のニーズに合わせたデ

ータの自動表示機能も導入されている。 

研究者情報は詳細な経歴を表示でき、複数の研究者情報を画面上でスクラップして比較

することも可能である。特許情報は頻回に更新され利便性が高い。R&D に関する法令やガ

イドラインの改正情報も一元的に把握可能である。 

科学技術統計は、国内外約 150 種の科学技術統計情報を管理・提供する充実したものと

なっている。アーカイブされたデータ自体を用いて更なる調査研究が行えるように一部の

ローデータの提供がなされている点も注目に値する。 

カーボンニュートラルなどの喫緊の地球的課題や社会課題解決に向けた R＆D 情報に特

化したデータアーカイブも整備されている。また、近年では地域の R＆D 情報を一元的に提

供するなど中央集権的な開発体制の克服に向けた先進的な取り組みがなされている。 

総じて利用者の利便性を第一に考えたシステムであり、さらなる改善に向けて利用者の

声を集約する「科学のお喋り」サイトも用意するなど NTIS のシステム運用に向けた意気込

みが窺える。 
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表 2.3-5 NTIS が提供するサービス、データの概要 

項目 サービス内容 特徴 
中長期計画・予算・事
業 

中長期計画から予算、評価
まで国家 R&D 事業の全周
期関連情報を統合して提
供。 

・ 科学技術基本法に基づき、各中央行
政機関の科学技術の振興と技術開
発を目的とする科学技術分野の中
長期計画情報を提供。 

・ 次年度国家研究開発事業予算の調
整及び配分のため、各中央行政機関
の長から提出された事業別予算情
報を提供。 

・ 国家研究開発事業の推進状況分析
及び効率的な成果管理のために毎
年調査・分析を行い、これにより収
集された事業、課題及び成果(論文、
特許など)情報を提供。 

・ 政府は研究開発投資の効率性及び
責任性を強化するため、毎年国家研
究開発事業に対する評価を推進し、
これにより遂行された各事業別の
成果評価結果を提供。 

科学のお喋り20 第 5 次科学技術基本計画の
策定過程で、科学技術イノ
ベーション政策が進むべき
方向に対する国民の意見を
収集するためのコミュニケ
ーション窓口 

・ 科学技術基本法に基づき、各中央行
政機関の科学技術の振興と技術開
発を目的とする科学技術分野の中
長期計画情報を提供。 

・ 科学技術政策に対する期待、質問、
提案、要望など様々な意見を共有で
きる自由掲示板を運営。 

・ 科学技術基本計画樹立のための政
策提案公募、国民参加団募集・運営
時のイベント案内、応募・活動支援
機能を利用者に提供。 

R&D 管理費 国家 R&D 事業を管理する
研究管理専門機関の担当者
が企画評価管理費の予・決
算情報を登録・管理できる
ように支援。 

・ 事業担当者権限を付与された利用
者に限り、所属研究管理専門機関の
企画評価管理費情報の登録及び修
正が可能。 

国家 R&D 統合公告 省庁や機関に散在する国家
R&D 公告情報を連携・収集
して統合提供。 

・ 公告情報の抽出を通じて、関心情報
の分類、キーワード検索などの選別
機能をサポート。 

・ 国家R&D事業の一年のスケジュー
ルが一目で分かるように、年度・省
庁・分野別にまとめて提供。 

・ メーリングサービス、RSS(Really 
Simple Syndication)などのサービ
スを通じて 新の公告情報を利用
者に提供。 

類似課題 国家 R&D 事業で遂行され
た課題及び公共機関の自主
R&D 課題情報を基に、利用
者が登録した課題との重複
性の有無を検討できる資料

・ 国家 R&D 事業として推進した、ま
たは推進中の課題との重複の有無
を参考にできるように検索結果を
利用者に提供。 

・ 研究動向分析のためのキーワード

 
20 原語の참견にはお喋り、ご意見、おせっかいの意味がある。 
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項目 サービス内容 特徴 
を提供。 分析結果及び関連公告/政策情報を

利用者に提供。 
科学技術標準分類推
薦 

利用者の要求情報に も適
した国家科学技術標準分類
の研究分野を自動分類して
推薦。 

・ 課題の概要情報を入力すると、それ
に合った国家科学技術標準分類の
研究分野を提供する。入力した情報
とマッチングする省庁分類がある
場合、研究分野推薦結果画面で省庁
分類推薦結果まで確認することが
できる。省庁分類の推薦は、産業通
商資源部の産業技術分類、保健福祉
部の保健医療技術分類を対象とし
ている。 

・ 確認したい課題の概要情報が多い
場合、「ファイル登録」機能で一度
に研究分野マッチング結果を確認
することが可能。 

課題及び成果入力
(Standard 
Information 
Management 
Service：SIMS) 

国家 R&D 事業を管理する
部署、専門機関、課題管理機
関の事業担当者及び研究責
任者が国家 R&D 標準情報
を簡単に登録及び活用でき
るように支援。 

 

制裁情報照会 国家 R&D 事業の制裁情報
検索をサポート 

・ 本人及び所属機関などの制裁情報
を照会し、証明書をダウンロードす
ることが可能。 

・ 制裁情報に関する権限を付与され
た利用者に限り、NTIS に登録され
た参加制限、還収金、制裁付加金に
対する制裁情報を提供できる。 

課題評価結果照会 国家 R&D 課題について、評
価幹事が課題評価結果と課
題評価委員情報を共有でき
るように情報を提供（ただ
し、中央行政機関の長が公
開することを決定した評価
結果情報は対国民サービス
で提供） 

・ 課題評価結果照会サービスは、各省
庁（専門機関）で課題評価を行う評
価幹事のために、研究責任者及び課
題遂行機関が過去に行った評価結
果（選定、段階、 終、特別）と評
価に参加した評価委員情報を提供。 

・ NTIS と情報連携された 17 の代表
専門機関の課題評価間用であり、課
題評価結果と課題評価に参加した
評価委員情報を提供。 

・ 国家 R&D 課題に対する評価結果
(選定、段階、 終、特別を含む)の
うち、中央行政機関の長が公開する
ことを決定した評価結果情報(2020
年度以降の情報、評価委員情報を除
く)は国民に開示される。 

研究者情報 国家 R&D に参加した研究
者を様々な条件で検索する
ことができる。 

・ 氏名、課題名、専門分野(科学技術標
準分類)、在職機関、専攻、論文名、
知的財産権名、卒業学校名で検索可
能。 

・ 研究者情報で検索されるためには、
国家研究者番号、本人実名認証、在
職機関、学歴情報が登録されている
必要がある。 

・ 研究者 1 人に対する詳細照会だけ
でなく、2 人以上の複数の研究者情
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項目 サービス内容 特徴 
報を一度にまとめて見ることがで
き、スクラップして比較分析でき
る。 

評価委員候補推薦 課題管理機関で使用できる
ように、評価委員候補推薦
時に評価委員の専門性、公
正性、客観性を確保するた
めに評価委員情報を収集し
て共有する。 

・ 国家R&D事業及び課題を選定する
ための評価委員候補を推薦するサ
ービスである。評価委員選定時の公
正性及び客観性を高めるために、被
評価者(評価対象者)と同一所属機
関(在職)所属の評価委員、同一学校
出身の評価委員、同一事業及び課題
遂行経歴のある評価委員を排除す
るのに使用できる情報を提供する。 

・ 条件を付与して適した評価委員を
検索することができ、専門家プール
を作って自動で交渉を進めること
ができる。 

履歴情報管理 研究者本人の生涯履歴管理
をサポート。 

・ 研究者本人が入力した情報（在職情
報、学歴、経歴、研究実績など）と
国家R&D課題を遂行することで入
力される情報を統合管理する。 

・ 研究者が遂行した国家R&D参加課
題を自動管理する。 

・ 研究実績を直接入力することもで
き、国家 R&D 課題の成果として登
録された研究実績と自動で連携し、
利用者の研究実績を登録するよう
に自動で推薦する。 

委員会推薦 幅広い専門家人材プールの
確保のための科学技術情報
通信部所管委員会委員推薦
サービス 

・ 知識のある国民が自分自身を委員
候補として推薦（本人推薦）したり、
能力のある他の国民を委員候補と
して推薦（他人推薦）する委員推薦
サービスである。 

・ 推薦された専門家は、政策意見収斂
ヒアリング(懇談会、討論会など)の
参加者として優先的に考慮され、各
委員会の新規委員委嘱及び欠員補
充時に候補者に含まれる。 

国家研究開発機関 国家研究開発機関の詳細情
報と課題遂行履歴及び類似
企業間の比較情報を提供。 

・ 統合検索を通じて国家R&D事業及
び課題に参加した企業・機関情報と
課題参加状況、協力機関などを確認
することができる。 

・ 企業支援R&D情報サービスを通じ
て企業の公開情報管理が可能。 

国家研究開発成果 国家研究開発成果情報を総
合的に検索できる機能と現
況情報、分類別成果情報な
どを提供。 

・ 国家研究開発成果は、成果情報、成
果現況、分類別成果メニューで構成
され、成果情報の初期画面で第 4 次
産業革命の主要キーワード別成果
推移把握のための 8 種の視覚化チ
ャートと成果リストを表示し、上位
照会研究成果、 新成果/推薦成果
情報を提供する。 

・ 上部の検索窓を通じて 10 大研究開
発成果を一度に総合的に検索でき
る機能と検索結果の視覚化チャー
トを提供し、成果の詳細では基本情
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項目 サービス内容 特徴 
報、年次別成果、同一標準分類成果、
同一機関成果の情報を提供する。 

・ 成果現況で研究開発成果の現況推
移を把握するための視覚化チャー
トと現況照会機能を提供する。 

・ 分類別成果では、重点科学技術別の
大・中・小分類別成果リストと先進
特許分類(CPC)体系による特許成
果リストを提供する。 

研究開発成果登録 研究者が国家 R&D 事業遂
行後に直面する様々な研究
開発成果の登録、寄託サー
ビスを総合的に案内し、登
録された全ての研究開発成
果を一度に把握できるよう
に支援。 

・ 研究者が自分が参加した研究課題
で発生した国家R&D研究開発成果
*情報を一箇所で便利に登録、管理
するシステム。 
*論文、特許、報告書原文、研究施
設・装備、技術要約情報、化合物、
ソフトウェア、生物情報、新品種、
標準 

・ 研究開発成果の登録は研究責任者、
参加研究者のみ可能。ただし、ソフ
トウェアの場合、弁理士などによる
登録代行が可能である。 

論文・特許検証支援 国家 R&D 事業成果として
提出された SCI(E)論文、国
内特許に対する真正性の有
無を確認できるように支援 

・ 国家研究開発事業の遂行を通じて
発生した成果(論文、特許)の真正性
確認のための機能を提供。 

・ 論文検証は SCI(E)を中心に、特許
は国内出願及び登録特許に対する
検証をサポート。 

国家研究開発優秀成
果 

優秀な国家研究開発の情報
を提供 

・ 2006 年度から毎年選定している韓
国全体の研究開発成果のうち、優秀
成果 100 選の情報を提供している。 

・ 2012 年度から毎年選定している技
術移転・事業化・創業優秀機関に関
する情報を提供している(2019 年
度以降未選定)。 

・ 優秀成果 100 選は 6 大技術分野(機
械・素材、生命・海洋、エネルギー・
環境、情報・電子、純粋基礎・イン
フラ)で選定しており、分析項目を
利用者が直接選択して閲覧可能。 

・ 選定された優秀成果がどのように
活用・拡散されたかを深く調査・分
析し、選定された優秀成果の追跡調
査情報を提供。 

分類ベース特許分析 海外特許の重要性が高まる
中、海外特許の中で も高
い割合を占める米国登録特
許を対象に、技術分野に対
する国内外の主要競合者(類
似技術保有機関)情報などを
提供。 

・ NTIS の 国 家 R&D 情 報 に
COMPAS( 競争情報分析サービ
ス)、TOD(技術機会発掘システム)、
KIPRIS Plus、公共データポータル
などの外部データを連携。 

・ トップページで 近 1 ヶ月、 近 5
年間の特許現況(出願国 Top5、出願
人 Top10 など)を提供する「セクシ
ョン別分析情報」を選択すると、ク
ラス、サブクラス別に多様な分析情
報を確認することができる。 

・ 近 10 年間の特許推移、出願人の
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項目 サービス内容 特徴 
国籍別分析情報、世界・国内競合者
情報、技術経路、製品分析情報を提
供し、月 1 回アップデート(技術経
路、製品分析は年 1 回)。 

・ A~H セクションは国際特許分類
(IPC)、Y セクションは先進特許分
類(CPC)基準 

・ 韓国標準産業分類と産業技術分類
による特許分析結果を確認するこ
とがでる。 

・ ユーザーの検索キーワードによる
特許統合検索結果及び分類別特許
分析結果を提供。 

国家 R&D 事業評価 国家 R&D 事業評価の遂行
を支援し、評価結果を提供 

・ 国家研究開発事業評価業務を支援。 
・ 事業評価情報（戦略計画、中間評価、

特定評価、成果管理・活用計画、効
果性分析）を入力・管理。 

・ 国家研究開発事業評価情報(結果、
報告書など)を一般利用者に公開。 

国家 R&D 機関評価 国家 R&D 機関評価の実施
を支援し、評価結果を提供 

・ 科学技術分野の政府出捐研究機関
の機関評価業務を支援。 

・ 機関評価情報（機関概要、機関運営
計画書、機関運営評価、研究事業計
画書、研究事業評価）を入力・管理。 

・ 科学技術分野の政府出捐研究機関
の評価情報(結果及び報告書など)
を一般利用者に公開。 

R&D イェタロ(路) 国家研究開発事業の予備的
対象選定・妥当性調査を支
援し、関連情報を提供 

・ 予備的対象選定・妥当性調査の法
令・指針の変更点と関連教育情報を
提供。 

・ 予備的対象選定・妥当性調査の進行
状況情報及び関連レポートを提供。 

・ 対象選定オンライン評価をサポー
ト。 

科学技術統計 国内外約 150 種の科学技術
統計情報を管理・提供 

・ 国内の主要科学技術統計情報を提
供。 

・ 重点科学技術の技術水準及び政府
が 5 年ごとに実施する科学技術予
測調査、国家研究施設・装備の投資・
活用状況の分析情報を提供。 

・ 国家研究開発事業の調査・分析及び
研究開発活動調査を通じて収集さ
れた DB の統計詳細分析を支援。 

・ アラートサービスを通じて 新の
統計情報を利用者にメールで提供。 

分類体系に基づく
R&D 分析 

科学技術政策樹立支援のた
めのデータベースの分野別
の可視化分析を提供 

・ 国家科学技術標準分類体系の概要
及び推進経過を提供。 

・ 改正年別分類体系の資料と項目別
定義を提供。 

・ 多様な分析形態・方法を適用した分
野別の国家R&D投資動向分析及び
省庁別、研究開発段階別、研究遂行
主体別、地域別などの詳細分析情報
を提供。 

R&D TAB カーボンニュートラルな ・ 主要懸案のサブ重点技術(分野)に
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項目 サービス内容 特徴 
ど主要懸案事項別の国家
R&D 現況と関連動向情報
を一目で確認できるダッシ
ュボード形式の分析情報と
情報タイプ別の生データ及
び視覚化レポートをダウン
ロードすることができる。 
本サービスは 2023 年に省
庁担当者を対象に試験サー
ビスを提供し、今後利用対
象を拡大する予定。 

対する国家R&D現況を一目で確認
できるダッシュボード形式の分析
情報を提供。 

・ 機関、地域、分野、年、その他（カ
スタマイズ）タイプ別のデータと可
視化レポートをダウンロードでき
る。 

・ 新規国家R&D現況ダッシュボード
構築に対するニーズ申請窓口を運
営。 

R&D データ申請 NTIS に収集された国家
R&D ローデータのうち開
放可能な項目を提供し、ロ
ーデータの更新をメールで
知らせるサービスを提供 

・ NTIS に収集された国家研究開発
情報項目のうち、開放可能な項目*
のエクセル資料を提供。 
*国家 R&D 事業(調査・分析検証資
料)及び連携収集情報(成果物、施
設・装備など)のローデータを含む 

・ 国家 R&D 課題及び成果、連携収集
情報の更新時に利用者にメールで
通知するサービスを提供。 

OpenAPI 国家 R&D 情報に関連する
サービスを OpenAPI 形式
で開放し、これを活用して
様々な高付加価値サービス
を開発できるように支援 

・ NTIS OpenAPI を利用して公共目
的のサービス開発が可能。 

・ 各 OpenAPI は、利用対象に明示さ
れた利用者に対してのみ利用権が
付与される。 

・ NTIS サービス対象コンテンツと
して追加される情報を考慮し、利用
者の要件の収斂を通じて継続的に
新規 API を追加する予定である。 

R&D 課題 ロ ボ
（이슈로보는 R&D） 

国家的に重要なアジェンダ
と社会的課題をテーマ別に
選定し、国家 R&D 情報パッ
ケージの形で迅速に提供す
る。関連イシューに対する
専門的で豊富な R&D 情報
を得ることができ、迅速な
現況把握が可能。また、利用
者が直接関心分野に対する
R&D 情報をパッケージ化
することもできる。 

課題ロボ：国家懸案事項や社会的課
題に関連する国家R&D情報を一つ
にまとめて提供。 
利用者が作る課題 R&D：興味のあ
る分野の国家R&D情報を利用者が
直接パッケージ化して活用するこ
とができる。 

研究エコシステムマ
ップ 

研究者または研究機関の協
力ネットワーク、関心分野
に対する研究現況、研究機
関の重点研究分野の比較情
報などを直感的に把握でき
るように知識マップの形で
提供 

研究者マップ：関心キーワードまた
は分類(科学技術標準分類、6T 分類)
を入力すると、研究費基準Top20の
研究者と研究者間の協力関係を確
認することができる。 
研究機関マップ：関心キーワードま
たは分類(科学技術標準分類、6T 分
類)を入力すると、該当分野の研究
費基準 Top20 機関と機関間の協力
関係を確認することができる。 

・ 機関研究分野比較 : 科学技術標準
分類を基準に各機関の研究分野を
比較することができる。 

政策・技術動向 高品質の科学技術政策情報
及び様々な科学技術動向情

・ 科学技術関連の政府政策アジェン
ダ、国会資料、主要会議体のアジェ
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項目 サービス内容 特徴 
報を収集して統合提供 ンダ及び国家政策研究*情報を提

供。 
*国家政策研究ポータル(NKIS)が
提供する連携情報 

・ 提供動向情報の主要キーワード分
析、関連国家 R&D 投資・成果推移
及び課題の現況を提供。 

・ 通知サービスを通じて新規科学技
術政策情報アジェンダを利用者に
メールで提供。 

技術移転・事業化 技術移転・事業化に関する
情報を一箇所で便利にアク
セスできるように提供 

・ 技術移転・事業化情報提供機関の紹
介とサイトのショートカットを提
供。 

・ 技術移転・事業化関連法・制度及び
関連計画文書を提供。 

・ 国内外の技術移転・事業化関連の統
計及び関連情報を提供する機関を
案内し、そのページのショートカッ
トを提供。 

・ 技術移転・事業化需要技術を登録・
照会することができる。 

国家 R&D 法令・指針 各省庁に散在する科学技術
及び国家 R&D 関連法令・指
針情報を統合収集して提供 

・ 国家 R&D 及び科学技術関連省庁
別・自治体別の法令情報などを国家
法令情報センターと連携して提供。 

・ 国家R&D及び科学技術関連の改正
法令、指針及びマニュアルなどの資
料を提供。 

R&D 情報概要 人工知能技術を活用して国
家 R&D 情報の要約情報を
生成して提供するサービス 

・ 国家R&D課題情報に記入された研
究目標と研究内容を分析し、その内
容に関する要約情報を生成して提
供。 

・ 科学技術標準分類またはキーワー
ドベースの検索が可能。 

・ 2022 年下半期には、R&D 情報要約
サービスの範囲を拡大する予定で
ある。 

R&D おすすめ情報 人工知能技術を活用して
NTIS の利用パターンを分
析し、利用者が好むような
R&D 情報を提供 

・ 統合公告、課題、論文、特許、研究
報告書、研究者、実施機関に関する
推薦情報を提供。 

・ おすすめ情報をクリックすると、詳
細情報を確認することができる。 

・ 推薦履歴のダウンロード機能を提
供。 

講座検索 オンラインを通じて、誰で
も、どこでも、有料・無料で
受講できる講座情報を検索
することができ、受講希望
講座を選択すると、受講申
請できるサイトにリンクさ
れる。 

・ 人文・経済・科学技術分野の講座検
索と講座リストの提供。 

・ 講座の詳細を検索 
・ 新講座、推薦講座の提供。推薦講

座は、NTIS で研究者本人が設定し
た関心分野と関心キーワードに基
づいて提供される。 

社会問題解決プラッ
トフォーム 

科学技術で社会問題を解決
するための社会問題解決生
態系を造成するオンライン
プラットフォーム 

・ 第 2 次社会問題解決総合計画で提
示された社会問題(10 分野 41 問題
領域)を中心に様々な情報を提供。 

・ 科学技術を利用して解決しようと
する社会問題に対する深層分析資
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項目 サービス内容 特徴 
料と社会問題別の専門家が作成し
た問題概要書を提供。 

・ 41 の問題領域に関連するイベン
ト、報告書、政策及び学習などの情
報(お知らせ)及び国内外の社会問
題解決の優秀成果と拡散、問題別関
連機関に関する情報を提供。 

地域科学技術情報サ
ービス(RTIS) 

地域 R&D 事業投資・成果の
現況及び関連政策資料を総
合的に提供するサービス 

・ 地方の科学技術振興を促進するた
めの科学技術政策及び協議会・委員
会、研究開発支援団の情報を提供。 

・ 地域 R&D 関連政策、統計資料及び
地域別のイシューペーパーを提供。 

出典：NTIS ウェブサイト「전체 서비스」<https://www.ntis.go.kr/ThTotalService.do >

をもとに未来工学研究所作成 
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b. データの現況 

NTISが保有する各種データの件数は日々リアルタイムでWebサイトに掲載されている。

2023 年 3 月 27 日現在の保有データ数は以下のとおりである。すなわち、国家 R&D 統合公

告 6.2 万件、事業内容 1.5 万件、課題 103.3 万件、研究者情報 68 万件、評価委員情報 7.6

万件、国家研究者番号 201.7 万件、国家研究開発機関 4.2 万件、論文 175.7 万件、特許 79.4

万件、レポート 19.5 万件、政策・技術動向 5.7 万件、ソフトウェア 5 万件、生命情報 124.2

万件、生物資源情報 181.1 万件、新品種情報 736 件、施設設備情報 14.6 万件、化合物情報

73.3 万件、技術概要情報 5 万件、技術料情報 11.7 万件、事業化情報 28.8 万件、研究デー

タ 1,117 件、優れた成果情報 1,691 件、海外 R&D 情報 25.2 万件、課程検索情報 3.4 万件

となっている。 

c. 検索方法21 

NTIS ポータルサイトでのデータ検索方法は以下のとおりである。 

・ ステップ別検索は、NTIS 検索を簡単かつ便利に使えるように検索を各段階（タイプ

選択、検索語入力、関連語追加、条件適用、フィルタリング）で提供している。 

・ ディレクトリ検索は、分類（科学技術標準分類、6T 分類、国家重点科学技術の中か

ら選択可能）内で目的のディレクトリを選択すると、その分類に属する国の R&D 情

報を一括検索することができる。 

・ 詳細検索は、各コンテンツの詳細項目を利用して検索条件を詳細に入力することが

できる。 

・ 文章検索は、文章を入力すると、キーワード/分類（科学技術標準分類基準 大 5 つ

の小分類）を自動抽出し提供する。希望のキーワード/分類を選択すると、関連する

課題情報を検索できる。 

 
サイト内に用意された検索ヘルプは、検索語に各種記号を使用して、データ中の単語の前

後関係や優先順位の指定などより正確な検索結果を得る方法を詳細に解説しており、上記

の詳細な検索方法と相まって利便性が高いものとなっている。 

 
また、サイトには NTIS Chatobot（NTIS チャットボット）の”エンディ（ND）”が常駐

しており、利用者はチャットを通じて国家 R＆D 課題の探索等を支援してもらうことがで

きる。エンディは以下の質問に回答可能である。 

・ 希望する課題及び国家研究開発成果の検索 

・ 期間別、機関別の課題及び国家研究開発成果の統計情報 

・ NTIS サービス及びメニュー紹介 

・ FAQ, Q&A 
 

 
21 https://www.ntis.go.kr/ThMain.do 
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d. 活用事例22 

以下では、第一線の研究者、研究管理者、政策担当者のそれぞれの NTIS のユースケース

を通じて、NTIS の強みや課題を探っていきたい。 

 
【事例①：国民健康保険公団一山病院研究所韓国人体温データセンター勤務の研究員】 

 私が働いている国民健康保険公団一山病院は、2016 年 1 月 1 日から産業通商資源部

傘下の国家技術標準院第 32 号「韓国人体温データセンター」に指定された。 

 主に産業通商資源部の国家研究開発課題を遂行する中で NTIS サイトを知り、その

後 NTIS ニュースレターを購読し、カカオトークのプラス友達も作って有用な情報

を受け取っている。 

 NTIS で主に使用するサービスは「国家 R&D 全周期」>「研究開発成果」>「課題参

加・管理」>「データ活用」>「研究者・研究機関」>「R&D プラス」の順である。

「国家 R&D 全周期」サービスを通じて、医療及び保健分野の大きな中長期研究開発

計画及び事業、国家 R&D 機関などを確認し、「研究開発成果」を通じて研究開発成

果及び論文から特許検証支援に至る様々なサービスを活用している。 

 「国家 R&D 全周期」サービス内の「中長期計画・予算・事業」をよく活用している。

政府及び省庁が中長期的な計画を立て、研究開発計画を樹立し、予備妥当性報告を経

てそのテーマ及び計画を実行するかどうかを確認することができるためである。 

 国家研究開発の方向性を知ることで、将来の様々な研究開発テーマについて予測す

ることによって、研究者はより具体的な研究課題の計画を策定することができ、研究

を成功させることができる。 

 また、「地域科学技術情報」サービスを通じて、各地域別に進行している研究開発課

題に関する情報及び地域別の政策内容を具体的に活用できることもメリットであ

る。 

 改善提案は次のとおりである。まず、NTIS に多数のサービスメニューがあるため、

初めて利用する場合活用が容易ではない。検索機能をうまく活用できるように、メイ

ン画面がより直観的に表示されればよいのではないか。NTIS は国家研究開発に関す

る総合的な情報を提供するプラットフォームなので、各省庁別に様々な政策や規定

を一目で見ることができるメニューがあればよい。 

 すでに多くの産・学・研究所・企業関係者の方々が NTIS を活用しているが、私はす

べての研究者が「国家 R&D 統合公告」サービスを利用すべきであると考える。研究

開発課題情報を省庁別に一目瞭然で確認することができ、現在研究中のテーマと関

連して変化する動向などもすぐに確認できるからである。 

 私にとって NTIS サービスは、まるで「ドラえもんのポケット」のような存在であ

る。 

 

  

 
22 NTIS ウェブサイト「활용사례」

<https://www.ntis.go.kr/ThPrctUseCaseList.do?endRow=12&searchWord=> 
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【事例②：科学技術情報通信部の関連機関の蔚山科学技術院の研究行政職員】 

 私は蔚山科学技術院研究室内の研究管理チームに勤務し、構成員の研究活動を支援

するための課題管理業務を担当している。研究開発テーマや事業公告、研究成果など

関連事項を検索する過程で、同僚の推薦で NTIS を知った。 

 私がよく活用する NTIS サービスは「国家 R&D 全周期」、「研究開発成果」、「課題参

加・管理」、「研究者・研究機関」、そして「R&D プラス」である。国家 R&D 事業に

対する全体的な研究課題及び動向を把握すると同時に、多様な研究開発テーマを確

認し、類似課題を研究する研究者又は機関があるかどうかを確認できる。特に、「R&D

プラス」サービスは政策及び技術動向を一目で確認することができるとともに、技術

移転・事業化に関連する多様なトレンドも見ることができ、便利に活用している。 

 NTIS サービスの中でも特に「研究開発成果」と「データ活用」メニューを勧める。

様々な R&D や特許などに関連する詳細な情報を確認できるだけでなく、数回クリッ

クするだけで目的の結果を直感的に視覚化して確認することができるからである。 

 現在、私は蔚山科学技術院融合経営大学院のビジネス分析専攻修士課程に在学中で、

NTIS を活用してデータを確保し、「国家 R&D 事業の受注に影響を与える要因」を

分析する研究を行った。まずは、NTIS サービスで基本的に提供するグラフなどの視

覚化資料を先に見て大まかな流れを確認した後、「データ活用」サービスのうち「R&D

データ申請」機能を通じて政府部署、重点科学技術分類、研究責任者の性別及び専

攻、総研究費などを確認できるローデータの利用を申請して研究に活用した。「R&D

データ申請」では、各種課題情報と成果情報、連携収集情報など多様な研究関連デー

タを提供している。 

 上記ローデータを用いた研究では、性別と研究期間、省庁によって研究費が異なると

いう研究結果を得ることができた。この分析では数個の変数だけを使用したが、今

後、より多くの変数を活用して精巧な分析を進めたい。 

 また、NTIS が提供するデータの中には、各課題のキーワードもある。2021 年度の

研究データのうち、キーワード未提供を除いた合計 70,674 件を活用してネットワー

ク分析を行った。すべての研究課題は 6T 分類を明示することになっているが、それ

ぞれの分類ごとにキーワードネットワークを分析して Gephi プログラムを通じて視

覚化を行った。また、その他の未分類のキーワードで LDA トピックモデリングを行

い、潜在的なトピックを確認することもできた。NTIS で提供されるデータにより多

様な分析を試みることが可能となった。 

 私は企業の研究者の方に「国家 R&D 統合公告」メニューの利用を も推薦したい。

ここでは、課題別の公告を省庁や機関のサイトでいちいち確認する必要がなく、

NTIS 統合公告メニューだけでも 新の課題公告や研究動向、技術トレンドを日付別

に確認することができる。特に一般企業では実際の課題公告がどこにあり、どのよう

に諸般の事項を確認すべきか分からないことも多く、NTIS が大きな助けになると確

信している。 
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【事例③：国会未来研究院で科学技術政策、エマージングイシュー及びフォーサイト研究を

担当している研究委員】 

 特に国家研究開発事業に関するデータを も多く活用しているが、「国家研究開発成

果」サービスでは国家 R&D 事業遂行による研究開発成果を一目で確認できる。ま

た、国家研究開発と関連した現況及び 新の R&D 動向資料を体系的に確認すること

ができ、便利である。 

 私は地域問題解決及び地域特化型 R&D を通じた自生的な地域革新能力に関連した

研究を行っていた。このため、各自治体別の国家研究開発事業の参加状況(研究主体、

分野、地域など)を NTIS を通じて収集し、分析に活用した。 

 分析結果では、大半の地域がバイオ及び ICT 研究に注力していることが確認できた。

これは地域と地域間および地域と首都圏間の不必要な競争構図の原因の一つとなる

可能性があり、地域問題及び地域特化分野の発掘を通じて地域の知識エコシステム

を再構築する必要があるという点について示すものであり、NTIS データを用いた研

究は良い実例を提供してくれた。 

 改善意見としては、国家研究開発事業の後続研究企画の際、先行研究を参考できるよ

うに、様々な国家研究開発事業の研究遂行過程のヒストリー及び教訓(lessons 

learned)が持続的に蓄積され、共有できればさらに良い。特に、挑戦的で革新的な研

究を推進したにもかかわらず、様々な要因によって成功できなかった課題の情報が

より提供されれば、後続研究の失敗確率を下げるのにも大きな助けとなる。 

 
【事例④：韓国産業技術評価管理院デジタル革新団研究費革新チームで汎省庁統合研究

費管理システム(RCMS)を担当する職員】 

 国家 R&D 資金を執行して管理する機関に勤務しながら、16 年以上 R&D 事業管理

システムや研究関連データを生成して活用する業務を担当している。 

 韓国の一年の予算のうち、研究開発費が占める割合は 5％をはるかに超えている。こ

のような研究開発費がどの分野にどのように使われ、どのような成果を出している

のかを一箇所で確認できるシステムは NTIS が唯一である。それだけでなく、各省

庁の事業公告と支援課題の統合検索を提供し、研究者の共同研究や類似重複判断業

務を助け、各分野別の研究活動コンテンツを提供することも主なメリットと言える。 

 NTIS が 初に登場した当時、他の公共行政は情報化が進んでいたが、R&D 行政分

野は情報化が遅れていた。紙とファックスが乱立していた時代であった。ところが、

NTIS が登場して徐々に認識が変わり始めた。漫然と管理されていた政府 R&D 課題

の情報管理項目が標準化され、各省庁の会議の席で NTIS という言葉が言及され、

研究開発情報管理の重要性が具体化に認識された。今や研究開発支援業務に従事し

たり、研究を遂行しようとする人なら、説明しなくても知っているシステムになって

いる知名度の高さが NTIS のメリットである。 

 専門機関の情報化担当者であるため、他省庁の情報を比較して分析したいという内

外の需要に多く接する。例えば、NTIS の情報を産業部のデータと比較分析してほし

いというようなことである。このように、省庁別の支援企業群や課題プログラムを比

較する際には、比較のための基準値が重要となる。NTIS が提供する情報であって

も、個人情報や事業者の識別情報が完全に開放されていないため、別の組み合わせキ
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ーを作成して活用する。例えば、人を検索して比較するには、「名前」と「所属」で

キーを組み合わせて準識別子を作る。企業の場合、「企業名」と「所在地」を組み合

わせて比較する。このように NTIS の「R&D データ申請」を活用して、省庁別 R&D

支援企業群の直接・間接比較や事業別成果を分析するのである。 

 近はデータ開放政策が拡大され、NTIS に申請して提供されるデータ項目も多くな

った。また、専門機関や研究者を対象に API を提供する段階まで来ており、情報の

アクセス性もさらに改善された。 

 国民の 90％以上がスマートフォンを使うことを考慮して、個々のサービスを項目化

されたアプリサービスとして提供したり、研究者の個別条件や状況に合わせたサー

ビスを特化させて配布すれば、より利用者に近づくサービスになる。 

 
以上のように、韓国では NTIS は科学技術関連情報を扱う上で産官学の関係者によって

優先に参照されるシステムとなっている。ローデータの活用もデータ開放政策の進展と

相まって将来的に加速していくと思われる。ユーザビリティの改善が課題とされていたが、

今後 NTIS は生涯教育を見越した講座情報活用などに関し、広く国民にも使用を呼びかけ

ることが企図されており、誰でも NTIS を簡単かつ便利に使えるように、スマートフォンや

タブレットでも利用可能な NTIS ベータ版23がすでに公表されている。 

3）今後の方向性24 

NTIS の目指す今後の方向性として以下が掲げられている。 

オープンサイエンスに基づくインテリジェントな協力生態系を構築 

・ 国家 R&D 情報と科学技術情報、外部データ(海外 R&D、地域 R&D、動向、分野別

のトップジャーナル/カンファレンス情報など）を融合した 2 次加工情報と機械学習

データを共有し、DX に貢献する。 

・ 利用者参加の場を多様な方法で拡大し、国家研究開発の成果を国民が体感できるよ

うに知識共有と協力の体系を提供する。 

 
インテリジェント NTIS の高度化 

・ 情報パラダイムの変化に迅速に対応し、コンテンツ消費パターンに基づいた利用者

の分析にもとづき満足度の高い良質の情報を推薦できるシステムとする。 

・ 人工知能と自然言語処理技術を高度化し、R&D 課題およびレポート情報要約サービ

ス、自然言語の質問事項に回答可能な対話型検索(チャットボット)サービス、課題企

画及び管理に欠かせない技術分類推薦(研究分野、専門分野)サービスなどを提供する。 

・ 「私の手の中の R&D」を目指し、スマートフォンでもより簡単で便利に NTIS の核

心情報を一目で把握することができるようにする。 

 
ニーズ対応型データ分析サービスの強化 

 
23 NTIS ベータ版”NTIS Beta Version”<https://m.ntis.go.kr/ThMain.do> 

24 NTIS ウェブサイト「추진내용」<https://www.ntis.go.kr/ThImplementation.do> 
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・ 利用者別(研究者、省庁、一般利用者など)の分析需要に応じカスタマイズされた分析

情報を提供する。 

・ サービスの基礎となる分析サービス専用 Data Warehouse25と統合的なデータ分析

のための Data Lake26プラットフォームの構築など、分析自動化の基盤を構築する。 

・ 主要懸案事項別の分析情報とローデータをより簡単に活用できるように支援を行う。 

 
国家 R&D 全周期支援の高度化 

・ 政策意思決定に参加する専門家と国民とのコミュニケーションチャンネルを提供す

る。 

・ 政策設計支援プラットフォームの構築を通じた意思決定の根拠となる基盤を構築し、

成果評価統合管理システムの新規構築などを通じて、国家 R&D 総合調整業務支援機

能を強化する。 

・ 地域 R&D 投資・成果・装備・企業支援情報を地域科学技術情報サービス(RTIS)で直

接入力・管理できるようにし、国家 R&D・地域 R&D 情報統合プラットフォームの

機能を拡大する。 

 

(2) RISIS 

1）概要 

RISIS（Research Infrastructure for Science and Innovation policy Studies：科学およ

びイノベーション政策研究のための研究インフラ）は、初期プロジェクトである RISIS1

（2014 年～2018 年）に基づき、現在は RISIS2（2019 年 1 月～2023 年 12 月）が進行中

である。RISIS2 の予算額は約 850 万ユーロで、主管はギュスターヴ・エッフェル大学（フ

ランス）が務めている。参加機関としては、AIT、ライデン大学、シェフィールド大学、サ

セ ッ ク ス 大 学 、 FRAUNHOFER GESELLSCHAFT ZUR FOERDERUNG DER 

ANGEWANDTEN FORSCHUNG E.V.など 18 機関ある27。 

2）目的 

現行の RISIS2 では、新世代の分析と指標の開発をサポートするデータとサービスのイン

フラを構築することを目的としており、次の方法で実現を目指している。 

A) 研究者による完全な仮想国境を越えたアクセスをサポートする電子インフラの開発 

B) 分野固有のニーズに合わせて大幅に拡大された一連のサービスを提供する (問題に

基づいたデータセットの統合、オープンデータの探索、および研究者の分析能力のサ

ポート) 

 
25 ユーザーの意思決定に必要な情報処理機能を効率的に支援するための統合されたデータを持つ良質のデ

ータベース 
26 様々なタイプを持つ大規模データの効果的な収集、管理、分析を支援する体制 
27 RISIS2 のプロジェクト紹介：https://cordis.europa.eu/project/id/824091 
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C) 企業のイノベーション能力、公的研究開発、R&I の成果物とプロジェクト、および

政策学習を扱うデータセットを維持する 

D) 研究と政策のための 4 つの重要な問題 (社会的イノベーション、非技術的イノベー

ション、社会における博士号の役割、公的資金手段のポートフォリオ) に関する新し

いデータセットの開発 

3）RISIS2 のプロジェクト構成 

RISIS2 は次図に示すように、10 のワークパッケージ（WP）で構成されている。 

 

図 2.3-12 RISIS2 のワークパッケージ 

（出典）PROJECT DESCRIPTION（https://www.risis2.eu/project-description/）より未来工学研究所

作成 

4）データセット 

現在のデータセットは次表に示すように、欧州研究圏（ERA）ダイナミクス、企業のイノ

ベーションダイナミクス、公共部門の研究、研究キャリア、および研究＆イノベーションの

政策評価に関するリポジトリの 5 つの重要な側面をカバーしている。 

表 2.3-6 RISIS2 のデータセット 

データセット 項目 概要 

CWTS 
Publication 
Database 

学術出版、ジャーナル、

論文、Web of Science 

Web of Science (WoS)のフルコピーで、書誌学的

分析に特化している。 このデータベースは、WoS

でカバーされているあらゆる出版物のセットにつ

いて、 新の手法でアウトプットと（科学的）イン

パクトの分析を可能にする 

NANO ナノサイエンス、ナノ ナノ S&T に関する 1991 年から 2011 年までの出
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テクノロジー、出版物、

特許、発明 

版物や特許を収集したもの。新興 S&T の特徴とし

て、既存の分類に当てはまらないため、セマンティ

ックベースのクエリを精緻化する必要があること

が挙げられる 

ISI-
Trademark 
Data 
Collection
（ISI-TM） 

商標、知的財産権、

EUIPO、USPTO 

1996 年以降に EUIPO で、19 世紀初頭以降に

USPTO で出願された商標の詳細情報を提供。提供

されるデータは、商標番号、出願人および代表者情

報、いくつかの関連する出願日、登録日、商標タイ

プ、商標の言語、異議申立に関する情報、関連する

分類の情報 

RISIS Patent 特許、発明 欧州特許庁(EPO)が作成した全特許庁のデータベ

ースである PATSTAT データベースの強化版とク

リーニング版を提供。現在提供されているサービ

スは、発明のダイナミクスを追跡するための住所

のジオコーディング、人工特許のアカウンティン

グ、特許権者における法人としての個人の認定 

CHEETAH 会社、急成長、中堅、会

社、成長 

2008-2011 年、2009-2012 年、2010-2013 年の期

間に急成長を遂げた中堅企業の 3 つのコホートに

関する地理的、産業的、会計的情報を備えたデータ

ベース。欧州 30 カ国とイスラエルに所在する

42,369 社の中堅企業を収録 

CIB/CinnoB 企業、発明、特許 世界 大の研究開発企業（親会社約 4,000 社とそ

の連結子会社約 35 万社）の企業レベルのデータと

指標を提供し、世界の企業の産業 R&D の 90％以

上を占めている 

VICO スタートアップ、ベン

チャーキャピタル 

1998 年から 2014 年の間に少なくとも 1 回のベン

チャーキャピタル投資を受けたスタートアップ企

業の地理的、産業的、会計的情報が含まれる。スタ

ートアップ企業は、1988 年以降、欧州 7 カ国（ベ

ルギー、フィンランド、フランス、ドイツ、イタリ

ア、スペイン、英国）およびイスラエルで法人化さ

れている。また、ベンチャーキャピタルの投資案件

や投資家に関する情報も提供している 

EFIL 研究開発政策手段、プ

ロジェクトファンディ

ング、研究ファンディ

ング機関 

欧州の公的研究開発資金をプロジェクトのファン

ディング手段や研究助成機関（RFO）のレベルで

調査し、政策設計や政策実施に関連する問題に対

処できるようにすることを目的としている 

EUPRO 研究開発プロジェク

ト、欧州フレームワー

ク・プログラム、ネット

ワーク、共同知識生産 

FP1 から始まり、H2020（2016 年まで）、その他

の欧州の資金調達手段、COST、Joint Technology 

Initiatives（JTI）の研究開発プロジェクト、参加

者、結果のネットワークに関する体系的かつ標準

的な情報を提供する独自のデータセット 

JOREP 2.0 科学のファンディン 欧州の国境を越えた共同研究開発プログラムに関
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グ 、 欧 州 研 究 領 域

（ERA)、トランスナシ

ョナル・プログラム 

する独自のデータベースで、プログラムに参加す

る機関の基本的な記述のセット。 現在のバージョ

ン 2.0 は、2000 年から 2014 年までのデータをカ

バーしており、特に参照年として想定される 2013

年と 2014 年に重点を置いている 

MORE 研究者のモビリティ、

研究キャリア、調査、キ

ャリアステージ 

研究者の移動に関する も包括的な実証研究で、

欧州全域を対象とした 3 つの独立した調査

（MORE1、MORE2、MORE3）で構成されてい

る。国際的な移動の流れや移動に影響を与える要

因の測定など、欧州における移動パターンやキャ

リアパスに関する独自のレンズを提供 

PROFILE 研究者のモビリティ、

研究キャリア、調査、キ

ャリアステージ 

あらゆる科学分野の博士候補者の状況や博士課程

修了後のプロフェッショナルキャリアに焦点を当

てた縦断的研究であり、博士課程修了後の状況に

ついての情報を提供。この研究は 2009 年に始ま

り、後継研究である Nacaps で 2017 年まで継続 

RISIS-ETER 高等教育、大学、登録 Tertiary Education Register データベースを拡張

したもの。他の RISIS データセットからの追加変

数、特に研究成果に関するデータ（EUPRO からの

EU-FP 参加、CWTS 出版物データベースからの科

学出版、RISIS Patent からの特許）で ETER を充

実させる環境を提供 

ESID ソーシャルイノベーシ

ョン、ソーシャルイノ

ベーション・プロジェ

クト、機械学習、自然言

語処理 

欧州を中心としたソーシャルイノベーションのプ

ロジェクトやアクターに関する包括的かつ権威あ

る情報源。ESID データベースは 2 つのデータセ

ットを含み、一方は他方のサブセットである。完全

なデータセットは、合計 9,577 のソーシャルイノ

ベーション・プロジェクトで構成されている。これ

らのプロジェクトについて、ESID はタイトル、ソ

ーシャルイノベーションの種類とスコア、概要、場

所、トピックを含んでいる 

SIPER 政策評価、リポジトリ、

科学政策 

世界中の科学技術政策評価に関する豊富でユニー

クなデータベース。STI の評価報告書と、その基

礎となる政策措置に関するデータを一箇所でオン

ラインアクセスすることができる 

（出典）RISIS DATASETS（https://www.risis2.eu/risis-datasets/）より未来工学研究所作成 

5）組織レジスタ28 

RISIS には、「研究パフォーマー」と資金提供者の 2 つのアクターベースの登録も含まれ

ている。 

 ORGREG：次を含む公的研究に関する参照データベース：高等教育機関、公的研究

 
28 RISIS ORGANISATION REGISTERS：https://www.risis2.eu/risis-organisation-registers/ 
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機関、研究病院、研究実施 NGO および研究助成機関（進行中） 

 FIRMREG：3 つの企業データセット（CIB、VICO、Cheetah）の企業をそれらのリ

ンケージと組み合わせて、欧州レベルでのアクターレベルの調和を可能にする、プラ

イベートアクターの参照レジスタ 

 
登録システムでは、他のデータセットとの照合に使用できる安定した識別子を提供する

ことにより、組織とそのリンクを明確に識別できる。さらに、レジスタは、組織を特徴とす

る様々な RISIS データセット間の中央リンクメカニズムを構成し、たとえば、知識の生成

とイノベーションの様々な側面にわたる共同分析を可能にする（たとえば、特許、出版、プ

ロジェクトベースの R＆D）。 

6）指標29 

RISIS は、研究コミュニティだけでなく、政策コミュニティやその他の非学術ユーザーか

らの要求に基づいて、完全に公開されている統合指標（integrated indicators）を構築して

提示している。 

このコンテキストでは、RISIS-KNOWMAK ツール30が中心になる。これは、欧州での知

識生産に関連する多数の統合指標の分析とダウンロードを可能にするインターフェース。 

RISIS 指標アプローチの中心的な特徴は、指標が構築される集約と粒度のレベルを定義

する 3 つの分野横断的な統合ディメンションの定義である。 

① トピック/オントロジー：主要な新興技術と社会的なグランドチャレンジに関連する

用語のオントロジー。これらは、さまざまなレベルの粒度でトピックのデータと指標

を集約するために使用される 

② Actors：組織は知識生産の主要な主体であり、したがって、研究グループや個人のレ

ベルではなく、このレベルの集約でデータと指標を提供する。公的部門の研究機関、

企業、社会的イノベーションのアクターという 3 つの主要なタイプのアクターが取

り上げられている 

③ 地理的空間（Geographical spaces）：データと指標は地域レベルで集計され、

EUROSTAT 大都市圏と NUTS レベル 2 で特定された残りの地域を含む

EUROSTATNUTS 分類からの適応分類によって特定される 

 
一般原則として、ツールによって提供されるすべてのデータと指標は、これら 3 つの次

元の 1 つ以上を参照する（たとえば、トピックごとの地理的空間内の出版物の数）。 

 
29 RISIS INDICATORS：https://www.risis2.eu/risis-indicators/ 
30 RISIS-KNOWMAK tool：https://knowmak.eu/ 



 

73 
 

7）サービス31 

a. CORTEXT32 

CORTEXT は、異種のテキストコーパスをオンラインで処理するためのプラットフォー

ムであり、現在、研究者にコーパスを充実させ分析するためのさまざまな方法を提供するプ

ラットフォームとして機能している。 

CorTexT は、データパーサー（txt、doc、json、ris、および WoS、Scopus、Factiva な

どの他の独自の形式）、用語抽出など、コーパスレベル（ドキュメント間）分析用のテキス

トマイニングツールと社会セマンティクス分析等を提供している。word2vecモデルの生成、

インタラクションネットワーク（リツイートネットワークなど）、クラスタリング、ジオコ

ーディング、グラフベースのコミュニティ検出など。また、sankey「tubes」、ネットワーク

マップ、地理マップなど、多数のデータへのアクセスをユーザーに提供している。 

 

 

図 2.3-13 CORTEXT の一例 

（出典）CORTEXT：https://www.cortext.net/ 

b. GATE33 

GATE Cloud は、ドキュメントごとにテキスト分析用の多数のオープンソースの多言語

自然言語処理ツールとサービスを提供するため、CorTexT を補完している。 

これには、字句解析、名前付きエンティティ認識（NER）、ソーシャルメディア分析、

Linked Open Data（LOD）リソースとのエンティティリンク、および KNOWMAK アノテ

ーションサービスを介したオントロジーベースのセマンティックアノテーションが含まれ

る。プロジェクトが進むにつれて、RCF でより多くのサービスが利用できるようになる。 

 

 
31 RISIS SERVICES：https://www.risis2.eu/risis-services/ 
32 CORTEXT：https://www.cortext.net/ 
33 GATE：https://gate.ac.uk/ 
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図 2.3-14 GATE の一例 

（出典）GATE：https://gate.ac.uk/ 

c. D4SCIENCE34 

D4Science は、いくつかの欧州のプロジェクトや国際的なパートナーシップのコンテキ

ストで活用される多数の仮想研究環境にサービスを提供するハイブリッドデータインフラ

で、VRE（Virtual Research Environment）を設計、展開、運用して、RISIS プロジェク

トが OSaaS（Open Science as a Service）に貢献すると同時に、科学政策とイノベーショ

ン研究におけるコミュニティベースのインフラをリンクすることを目的として、RISIS-

RCF と OpenAire 間の相互作用を促進する。 

 

 
34 D4SCIENCE：https://www.d4science.org/ 
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図 2.3-15 D4SCIENCE のサイト 

（出典）D4SCIENCE：https://www.d4science.org/ 

d. OPENAIRE 

科学的オープンアクセスのための欧州のデータインフラで、CNR-ISTI が OpenAIRE の

開発および実稼働前のインフラを担当している。 

特定の関連するデータベースとコンテンツは、D4Science による VRE の実装を通じて、

OpenAIRE インフラストラクチャからインポートされる。 

 

図 2.3-16 OPENAIRE のサイト 

（出典）OPENAIRE：https://www.openaire.eu/ 

8）データ分析の方法35 

RISIS2 プロジェクト内のこの活動は、RISIS データの多次元的性質を考慮に入れた新し

い高度な分析手法を導入し、関心のある質問や分析手法に関する高度なユーザーコミュニ

ティをつくることにより、政策および学術分析のための RISIS データの使用を強化する。 

 
35 RISIS METHODS：https://www.risis2.eu/risis-methods/ 



 

76 
 

a. 方法論的リソースとトレーニング 

初のステップとして、RISIS2 に特に適した分析メソッドに関するリソースとトレーニ

ングアクティビティが提供される。それぞれの方法について、RISIS パートナーは使用例を

作成し、それらを国際会議や政策対象者に提示している。さらに、トレーニングコースが編

成され、潜在的なユーザーにリソースが提供される。これらには、メソッドの基本的な説明、

統計リソース、および RISIS データでの使用例が含まれている。 

・マルチレベルの方法（Multi-level methods） 

・空間回帰（Spatial regressions） 

・潜在クラスモデリング（Latent class modelling） 

・パネルデータモデル（Panel Data models） 

・高度なベンチマーク（Advanced benchmarking） 

b. 普及活動 

この活動に関与するパートナーは、科学技術イノベーション会議、高等教育会議コンソー

シアム、欧州組織研究グループなどの学術会議、および欧州委員会、OECD、各国の省庁な

どの政策会場で使用事例を積極的に広めている。プレゼンテーションの選択は、各使用例、

および RISISWeb サイトの配布セクションで参照できる。 

c. データ品質 

データ品質は、信頼できる使用可能なデータセットの中心的な側面である。特に、データ

セットを開発し、その特異性に精通しているユーザーを超えてユーザーの輪を広げる場合

はそうである。したがって、RISIS2 には、RISIS-ETER データセットで行われた経験に基

づいて構築され、ローマのラサピエンツァ大学によって管理されているデータ品質に関す

る特定のアクティビティが含まれている。 

データは複雑で多次元の概念であり、完全性、一貫性（consistency）、統一性（coherence）

などの側面が含まれている。このアクティビティは、データ品質の実装において RISIS デ

ータセットをサポートし、データセットの欠落値を埋めるための代入手法を含む、基本およ

び高度なデータ品質に関するトレーニングアクティビティを提供する。 
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2.4 検討会議 

２回の検討会議においては、主に以下の意見等が出された。 

 
 主な意見等 

データプラットフォ

ームが扱う範囲 

・範囲は膨大に広がるため、 初は絞り込んだ方が良いと思われる。 

・まずは政策科学のためのコミュニティに役立つことを目的にした

い。範囲は徐々に広げていければ良い。 

・データプラットフォームということからすると、利用者は行政官と

研究者になると思われる。 

データプラットフォ

ームのニーズ 

・行政文書は階層構造がわからないと見つけにくい。役所も同様の調

査を繰り返す→ポータルがあれば便利。 

・海外に比べて日本はデータプラットフォームが整備されていないの

で、政策形成で負けてしまうという危惧がある。 

・初歩的なことを考える必要がある。行政や研究者と共に仕事をして

いると、事業の報告書そのものの入手もままならないこともある。 

必要となるデータの

検討 

・キラーサービス、コンテンツも必要だが、幅広いメタデータも必要。 

・データを取り込むには膨大な手間がかかるので、 初はリンク集か

らスタートするのが現実的と思われる。 

・日本に足りないものを整理し、青写真を描く必要がある。 

・研究者にとっては、１回限りのデータが多いが、日本全体がどうな

っているのかを考えると、シンクタンクなどが受託する調査のデー

タが欲しくなる。 

・研究・イノベーション学会と連携することが考えられる。 

データの収集・更新 ・国内外の事例を見ても、相当な予算をかけているので、日本でも予

算の確保が必要。 

・研究者がデータのお守りをするのは難しい。行政の仕事などとし、

組織ミッションとして扱うべき。 

・無理をせず、日常業務中で自然にデータを入手できるようにする必

要がある。 

・データ提供をしてもらうためには、提供者のモチベーションが大事

であり、会員性によるデータの共同利用など、利用者にメリットが

出る仕組みを考える必要があるのではないか。 

・報告書は非構造となるので、データを取り込むのに手間がかかるの

で、リンク集で良いと思う。 

・メタデータとして構造化されたものと半構造化されたもののどちら

を使うのか、という議論があり、構造化されたものはしかりと体系

化されているが、コストがかかる。Google のようなものは半構造化

されたものでも、たくさん集めれば何かが言えるようになってい

る。どちらでいくかも考える必要がある。 

データの公開（個票

データの扱いを含

む） 

・個票レベルのデータは研究者にとってはニーズが高い。 

・行政側から見ると、個票データの提供はハードルが高い。 

・個票の提供まで考えると、調査の発注仕様書の書き方から全省庁横

断的に見直す必要がある。 
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 主な意見等 

システム構築体制 ・人が大事。特に黎明期は人が大事。人や哲学が大事。誰かのリーダ

ーシップが不可欠。 

・予算獲得においても、リーダーのカリスマ性が有効。 

・プラットフォームは流行物になっているが、維持管理に費用がかか

るため、今後どこが主体となって運営するのかが気になっている。

大学主体がいいのか、官庁主体がいいのか。リンクを貼るというス

モール・スタートはいいと思うが、運用開始後にデータを登録して

もらう（お客さんを集める仕組み）を考えなければならないと思う。 

・どこが主体になるとデータが集まりやすいのか、についても考える

必要があると思う。 

・科学技術政策に関係するデータが存在していたとして、それを学会

がアカデミアとして価値づけするのと行政の人が位置づけするの

が異なる場合があるため、その違いは丁寧に考えていく必要があ

る。それを背景にして体制などを考えていく必要がある。 

・SciREX に閉じる話ではないが、NISTEP もデータ基盤を整備して

いる中で、今後の役割について整理する必要がある。 

・NII-RDC と e-CSTI の接続は取り組んでいる。研究成果系は入る

が、政策文書系は入らない。 
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3. 施策についての提言内容のまとめ 

以下に施策についての提言内容をまとめる。 

3.1 「政策のための科学」に資する政策科学データの共用プラットフォームの対象範囲 

3.1.1 「政策のための科学」に資する政策科学データの共用プラットフォームの目的 

これまでの検討を踏まえ、以下の様に目的を設定することとする。 

【「政策のための科学」に資する政策科学データの共用プラットフォーム構築の目的】 

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」に関与する研究組織や研究

者・行政官・実務家（これらを含めて「政策科学関係者」と呼ぶ）の間でコミュニティを形

成・拡大し、成果の発信や新しい利活用等についての意見交換を促進できるためのデータプ

ラットフォームを構築することを目的とする。 

なお、ここでいう「研究者」には、大学等の研究者のみならず、シンクタンクやコンサル

系企業、民間企業や公的研究機関の研究者も含むものとする。 

 

3.2 政策科学データの共用プラットフォームに求められる要件の整理 

3.2.1 ヒアリング調査において指摘された問題・課題等 

一方、ヒアリング調査からは、以下の問題・課題が浮かび上がってきている。（再掲） 

 
 ヒアリングで指摘された問題・課題等 

政策関係文書 〇情報の発見しやすさの問題 

・各省庁が独自に HP にてアップしているため、体系的に探すのが

大変。 

・中央省庁側も他省や別の組織の動きは把握しづらい。 

・審議会等の資料や議事録も探すのが大変。 

国がシンクタンク

等へ委託して行う

調査 

〇中身の問題 

・政策検討や研究者から見たモニタリング（診断）に向けては、足り

ないデータも見られる。 

〇継続性の問題 

・省庁によっては、ほとんど定点観測しておらず、良いデータも時系

列的な変化を追跡できない。 

〇情報共有の問題 

・各省庁の HP にアップされるものとされないものがある。 

・調査結果が埋もれてしまいやすく、存在が認知されにくい。 

・発注側の担当が変わると類似の調査を繰り返すことが多くある。 

・省庁間でも調査結果が共有されないため、無駄が多くなる。 
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 ヒアリングで指摘された問題・課題等 

国の統計や委託調

査の個票の開示 

〇入手の容易性 

・（個票が欲しい場合）、入手が困難な場合が多い。 

〇利用の利便性 

・（個票を使用したい場合）制約が多く、利用も大変 

 →申請から使えるまでに１年かかる場合もある 

 →データを見直してきれいにしても、他の人が使えない 

  ＊返却（削除）が義務付けられている 

 →博士課程の学生も使うことができない など 

 

3.2.2 データプラットフォームに求められる機能 

上記の問題・課題等も踏まえると、本データプラットフォームには、基本的に以下の機能

が必要と考えられる。 

 求められる機能 

情報の検索 ・政策科学関係者にとって、政策研究や実務に必要な情報を検索する

ことができる。 

・その場合、このデータプラットフォーム自身がデータを保有しなく

とも、リンク先を参照する方法でも良いと考えられる。 

データの収集・更新 ・「政策のための科学」で扱うデータの範囲は広範囲に亘るが、それ

らのデータを収集する機能が必要となる。 

・また初期構築後も新しい情報が次々と追加となるため、データの更

新機能も必要となる。 

・過去からの推移を見る必要もあることから、過去のデータも参照可

能とし、傾向分析に役立てるようにすることも求められる。 

データの公開・提供 ・データの公開方法として、上記の検索機能によりリンク先を示す方

法のみならず、検索の利便性を高めようとすると、基礎情報をメタ

データ化し、検索時に表示することも考えられる。 

・また、一部の許可された機関や研究者に対しては、アンケートの個

票などを提供するサービスを行うことも考えられる。ただし、その

場合はデータの信頼性の確保に向けたデータの確認・修正作業（ク

リーニング）も必要となる。 

省庁横断 ・「政策のための科学」で扱うデータの範囲は広範囲に亘るため、省

庁横断的に情報にアクセスできることが求められる。 

関係機関との連携・

協議の場の設置 

・省庁横断的に情報にアクセスできるようにするためには、定期的に

関係機関と協議を行うための場が必要となる。 

・また、「政策のための科学」を推進するためには本質的にどのよう

なデータが必要なのかを議論し、そのための情報収集方法等につい

て議論することができる場も必要となる。 

 

  



 

81 
 

3.3 政策科学データの共用プラットフォームが扱うべきデータの範囲 

データの範囲としては、以下のものが考えられる。以下のものはあくまでも代表的な例で

あり、実際には多くの様々なデータから構成され、詳細検討が必要である 

データの利用目的 代表的な項目の例 
A 科学技術・イノベ

ーションの状況の

把握 

研究力関

係 
人材の確

保・育成 
〇初等中等教育 
・科学技術への興味・関心 
・進路選択関係 
・学力関係 
〇高等教育 
・進路選択、就職関係 
・産業界ニーズとのマッチング 
〇生涯教育 
・受講状況 
〇教育全般 
・教育支出の状況 
・デジタル化への対応状況 など 

多様な人

材の活躍

の促進 

〇若手研究者 
・若手研究者の登用状況 
・活躍促進に向けた環境整備の状況 
〇女性研究者の活躍促進 
・女性研究者の登用状況 
・活躍促進に向けた環境整備の状況 
〇外国人研究者の活躍促進 
・外国人研究者の登用状況 
・活躍促進に向けた環境整備の状況 
〇人材の流動化、キャリパスの多様性 
・研究者の流動性やキャリア関係 

研究環境

の整備 
〇研究設備 
・ 先端の設備の保有や共同利用の状況 
〇研究資金 
・研究資金の額 
〇研究領域 
・多様な研究領域へのチャレンジの状況 
〇研究時間 
・研究に専念できる時間 
〇国際活動の推進 
・国際共同研究や交流活動の状況 

生み出さ

れた成果 
〇研究による成果 
・優れた論文の割合 
・論文数 

イノベー

ション力

関係 

企業のイ

ノベーシ

ョン創出

活動の状

況 

〇ビジョン・戦略 
・ビジョン・戦略の策定状況 
・事業構想の取組状況 
〇人材・組織環境 
・人材の確保・育成状況 
・人材の多様性、流動化の状況 
・評価・処遇に関する状況 
・人材を活性化させる風土構築の状況 
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データの利用目的 代表的な項目の例 
〇研究開発 
・研究開発投資の状況 
・外部連携・オープンイノベーションの状況 
〇事業化・実用化 
・マーケティング 
・新規事業の立ち上げ 
・海外展開 

周辺環境 
の変化 

〇競争環境の変化 
・国内外の競争環境の変化に関するデータ 
・経済安全保障 
・競争環境の変化 

生み出さ

れた成果 
〇イノベーションの創出状況 
・プロダクト・イノベーションの創出状況 
・プロセス・イノベーションの創出状況 
〇幸福度 
・幸福度に関係する指標 

その他の

国全体の

状況 

経済状況 〇国全体の経済状況 
・GDP 
・所得 
・物価上昇率 
・失業率 
・人口の推移 

社会問題

の状況 
〇様々な社会問題の状況を示す情報 
・地球温暖化関連 
・少子高齢化関連 
・安全保障関連 
・食料問題 
・災害対策 
・インフラの劣化状況関連 
・犯罪対策 
・メンタルの問題 
・医療・介護関連 
・地域振興 
・貧困対策 
・資源の確保 

デジタル

化への対

応 

〇デジタル化に向けたインフラの整備状況 
・インターネット接続数 
・端末の普及状況 
〇デジタル化に向けた人材育成の状況 
・AI 人材やデータサイエンティストの人数 
・学校教育における ICT 教育環境 
・リカレント教育の状況 
〇国際比較 
・世界デジタル競争力ランキング 

個々の科

学技術分

野の国際

競争力 

〇個々の科学技術分野の状況 
・日本が優位な分野、遅れている分野 
・ 新の技術動向 
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データの利用目的 代表的な項目の例 
Ｂ国などの政策の取

組状況や効果の

把握 
（政策の例） 
・科学技術・イノベ

ーション基本計画 
・統合イノベーショ

ン戦略 
・未来投資戦略 
・AI 戦略 
・各省庁のプログラ

ム、プロジェクト

など 

国の政策

の考え方

に関する

資料 

・政策文書 

・会議資料 

・議事録等 

戦略等 ・基本計画や各戦略の文書や検討資料 
・各計画や戦略の指標 
・各計画や戦略の実施状況や達成状況 

各省庁の

プログラ

ム、プロ

ジェクト 

・各プログラム、プロジェクトの説明資料 
・各プログラム、プロジェクトの実施状況 
・各プログラム、プロジェクトの報告書 
・各プログラム、プロジェクトの評価結果 

 
 

3.4 データプラットフォーム構築のプロセス 

政策科学データの共用プラットフォームの構築には、膨大な時間と手間がかかると考え

られるため、以下の様に段階を分けて構築することが望ましいと考えられる。 

 内容 

第１段階： 

リンク集・メタデータ等の検

索機能の構築 

〇リンク集・メタデータ等の検索機能の構築 

・収集すべきデータについての詳細検討 

・データの収集・更新方法の検討 

・システム構築 

第２段階： 

データに関するニーズや整

備体制含めて組織横断的に

議論 

〇整備すべきデータの再検討 

・本来整備すべきデータについての検討 

・データの収集・更新方法の検討 

・システム構築 

第３段階： 

データ公開レベルや公開方

法の見直し 

〇データの公開レベルや公開方法の見直し 

・個票データの開示方法の見直し 

・（必要に応じて）各省庁におけるルールの見直し 

 
※なお、それぞれの段階で 低でも１～２年程度の検討期間は必要と考えられる。さらに

システム構築のための期間も考慮する必要がある。 

※第２段階と第３段階は、同時並行で検討することが可能と思われる。 
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3.5 システム構築に向けての検討 

3.5.1 第１段階：リンク集・メタデータ等の検索機能の構築 

(1) 収集すべきデータについての詳細検討 

「3.3 政策科学データの共用プラットフォームが扱うべきデータの範囲」で記載したよう

に、「政策科学」の範囲は広範囲に亘るため、収集すべきデータの検討においては、以下の

ことが求められる。 

1）検討体制の確立 

研究者でも研究分野によりニーズが異なり、行政官においても組織によって扱うデータ

も異なることから、以下の様な検討チームを組織することが望ましい。 

 
第１段階に向け

た検討チーム 

省庁横断的な検討が必要なため、以下の組織で構成される検討会議体を作

り、検討を行う。 

・中央省庁および関係機関：文部科学省、NISTEP、内閣府（e-CSTI 関係

者）、経済産業省、NII 

・学会：研究・イノベーション学会からの代表者 

・SciREX 事業関係者 

 
この検討においては、推進力のあるリーダー、全体を俯瞰してたたき台の資料を作る人の

確保が不可欠である。このため、以下の様な組織体制が望ましい。 

〇リーダー： 

 関係組織との調整や予算確保の観点から、文部科学省がふさわしいと考えられる。 

〇全体を俯瞰してたたき台の資料を作る人： 

 研究・イノベーション学会との連携やシンクタンクへの委託等が考えられる。 

 

(2) データの収集・更新方法およびシステムの検討 

具体的なデータの収集・更新方法の検討に向けては、実務的な検討が相当必要となる。具

体的には以下の内容についての詳細検討が必要となる。 

 
データの収集・

更新方法に関す

る検討内容 

・検索に必要な機能の検討 

・収集すべきデータの入手方法・実施体制の検討 

・データの更新方法・実施体制の検討 

・システム仕様の検討 

・システム構築に必要な予算の積算 

 
これらの検討については、上記の検討体制の中で合わせて検討を進めることが望ましい

と考える。 
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なお、以下の表は国内先進事例としてヒアリングした３機関の取組状況をまとめたもの

であるが、いずれの機関でもデータの収集・更新には人員と予算を確保しており、本データ

プラットフォームの構築においても必要な人員や予算に関する詳細な検討が求められる。 

 
機関名 扱っているデータ 実施体制 

内閣府 e-CSTI (1) 科学技術関係予算の見える化  

(2) 国立大学・研究開発法人等の研究力の見

える化  

(3) 大学・研究開発法人等の外部資金・寄付

金獲得の見える化 

(4) 人材育成に係る産業界ニーズの見える化 

(5) 地域における大学等の目指す 

・年間３～４億円規模で

実施している。データ

収集やシステム処理な

どに使われている。 

・１３～４人で対応して

いる。うち常勤は６

人。 

国立情報学研究

所 研究データ

基盤（NII RDC：

Research Data 
Cloud） 

(1) データ管理基盤（GakuNin RDM） 

・研究遂行中の研究データなどを共同研

究者間やラボ内で共有・管理 

(2) データ公開基盤（JAIRO Cloud・

WEKO3） 

・データ管理基盤における簡便な操作で

研究成果の公開が可能 

・図書館員やデータキュレータによるメ

タデータや公開レベル統計情報などの

管理機能の提供 

(3) データ検索基盤（CiNii Research） 

・機関リポジトリ＋分野別リポジトリや

データリポジトリとも連携し、究者や

所属機関、研究プロジェクトの情報と

も関連付けた知識ベースを形成 

※学術研究のサイクルに合わせたシステ

ムになっている。 

・開発については、昔は

１０名くらいでスター

トしたが、今では４０

人くらいいる。 

・運用の方は８～９名で

やっている。 

・2017 年度くらいから

開発をスタートした

が、かなりのお金もか

かっている。構築に年

１億円かけていて、運

用で年３～４億円かか

っている。予算は当初

は大規模学術フロンテ

ィア事業を使い、今は

学術研究基盤事業の予

算で大体まかなってい

る。 

東京大学社会科

学研究所附属社

会調査・データ

アーカイブ研究

センター 

・データの中身は社会科学（社会学、経

済学、心理学、経営学、教育学など）

の調査に資するデータを収集してい

る。 

・個票データを収集し、公開している。 

・現在は年間 3,400～

3,500 万円／年くらい

になるが、この中には

職員の人件費は含まれ

ていない。 

・助教以上で兼任含めて

15～16 名がこの業務

に関わっている。セン

ター全体で 30 名くら

いになる。 
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システム構築に関する検討においては、既存のシステムを利用することも考えられ、以下

のパターンが考えられるが、引き続き詳細検討が必要となる。 

 
実現方法案 

メリット・デメリット 

や実現可能性 

パターン１ 〇NII の RDC を有効活用する。 

・学術関係データは NII の RDC に

乗せる。 

・検索機能は、CiNii をそのまま使

うか、CiNii を機能拡張する。 

・ただし、政策科学関係のデータを

どのように乗せるかについては、

詳細な検討が必要となる。 

〇メリット 

・既存のシステムを利用できるため、比

較的安価にシステムを構築できる。 

・検索機能も CiNii を利用できる。 

〇デメリット 

・学術関係のデータは乗せやすいが、行

政の政策関係資料を乗せられるかは

不明。 

〇実現可能性 

・学術関係のデータだけならば実現可

能性は比較的高いと考えられる。た

だし、詳細検討は必要となる。 

パターン２ 〇内閣府 e-CSTI の機能を拡張し

てもらうようにお願いする。 

・ニーズを提示してシステムの機

能拡張をお願いする。 

・パターン１との組み合わせも考

えられる。 

 －学術関係データ：NII の RDC

を利用 

 －行政の政策関係資料：e-CSTI

を利用 

〇メリット 

・一からシステム構築するよりは安価

となる。 

〇実現可能性 

・どこまで拡張してもらえるかは不明。 

パターン３ 〇GRIPS がシステムを構築する。 

・GRIPS の科学技術イノベーショ

ン政策研究センター（SciREX セ

ンター）が主体となってシステム

を構築する。 

〇メリット 

・政策科学関係者を比較的集めやすい。 

〇デメリット 

・システム構築やその後の運用で、

GRIPS 側の負荷が多大となる。 

〇実現可能性 

・検討面でのリーダーシップを取れる

可能性はある。 

・文部科学省などによる予算確保の目

処が立たないとシステム構築は難し

いと考えられる。 

パターン４ 〇文部科学省が一から新たなシス

テムを構築する。 

〇メリット 

・ニーズに合うシステムを構築できる。 

〇デメリット 

・システム開発の負荷・予算が大きい。 

〇実現可能性 

・予算確保が 大の問題となる。 
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3.5.2 第２段階：データに関するニーズや整備体制含めて組織横断的に議論 

既存のデータを第１段階で整理した後は、第２段階として以下の検討が考えられる。 

(1) 本来整備すべきデータについての検討 

既存のデータだけでは研究力・イノベーション力に不十分であるとの意見もあり、省庁横

断的に必要なデータについて検討を行う。 

検討体制としては、以下の様な検討チームを組織することが望ましい。 

 
第２段階に向け

た検討チーム 

引き続き、以下の組織で構成される検討会議体を作り、検討を行う。 

・中央省庁および関係機関：文部科学省、NISTEP、経済産業省、内閣府

（e-CSTI 関係者）、NII ＊総務省、NEDO や JST、RIETI も要検討 

・学会：研究・イノベーション学会からの代表者 

・SciREX 事業関係者 

・シンクタンク：政策科学に関係が深いシンクタンク数社 

 
この検討においては、第１段階同様に推進力のあるリーダー、全体を俯瞰してたたき台の

資料を作る人の確保が不可欠である。このため、以下の様な組織体制が望ましい。 

〇リーダー： 

 関係組織との調整や予算確保の観点から、文部科学省がふさわしいと考えられる。 

〇全体を俯瞰してたたき台の資料を作る人： 

 研究・イノベーション学会との連携やシンクタンクへの委託等が考えられる。 

(2) データの収集・更新方法の検討 

データの収集・更新については、以下の点についての検討が必要となる。 

データの収集・

更新方法に関す

る検討内容 

・新たに定点観測を行うべきデータは何か 

・どの機関が新たなデータを収集することが望ましいか 

 

(3) システム構築 

基本的には、第１段階にてシステムを構築すれば、第２段階での構築は不要となる可能性

があるが、検討の中で追加機能が必要となる場合には、別途対応する必要がある。 
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3.5.3 第３段階：データ公開レベルや公開方法の見直し 

第３段階においては、個票データの開示方法の見直しなど、データ公開方法の見直しが検

討課題となる。なお、この検討は第２段階と同時並行で行うことも可能である。 

検討体制は、第２段階と東洋で良いと考えられるが、個別のＷＧを作ることも考えられる。 

 
第２段階に向け

た検討チーム 

引き続き、以下の組織で構成される検討会議体を作り、検討を行う。 

・中央省庁および関係機関：文部科学省、NISTEP、経済産業省、内閣府

（e-CSTI 関係者）、NII ＊総務省、NEDO や JST、RIETI も要検討 

・学会：研究・イノベーション学会からの代表者 

・SciREX 事業関係者 

・シンクタンク：政策科学に関係が深いシンクタンク数社 

 
検討内容は以下のとおり。 

 
データ公開レベ

ルや公開方法の

見直しに関する

検討内容 

・個票データの開示方法の見直し 

・（必要に応じて）各省庁におけるルールの見直し 
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3.6 参考：データの種類別にみた検討課題 

本プラットフォームで扱うことになると考えられるデータには様々なものがあり、デー

タの範囲も多様に考えられる。図 3.6-1 はそれらの関係と想定される課題等を俯瞰的に整

理したものである。なお、赤の破線で囲んでいるものは特に政策担当者のニーズが高そうな

ものである。 

 

 

図 3.6-1 事例等からの示唆 

出典：未来工学研究所作成 

 
プラットフォームに掲載可能な情報としては、①情報源情報、②メタデータ、③画像デー

タ、④テキストデータ、⑤加工データ（既存）、⑥個票、⑦加工データ（オーダーメイド）

があるが、①については掲載可否の判断、②についてはフォーマットの標準化、④について

はテキスト化、⑥及び⑦についてはデータクリーニング、公開可否判断、ニーズの有無や費

用対効果、といった事項について検討を行う必要がある。 
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データ

④テキスト
データ

数量データ

③画像
データ

検索
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⼈⼒

⾃動

集合知
研究者・研究機関にとって：
先⾏研究の所在が分かる
研究のインパクトが分かる
研究計画の⽴案に使える等

政策担当者にとって：
政策課題についての参考情報を得られる
研究者情報が得られる

⑤加⼯
データ
(既存)

⑥個票

⑥個票
⑦加⼯データ

(order-
made)

定性データ
掲載可否判断

テキスト化
標準化

クリーニング
公開可否判断
ニーズの有無／費⽤対効果
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おわりに 

本調査を実施する中で、我が国では政策科学に向けたデータ基盤整備への取組みが発展

途上であることを強く認識した。政策形成を進めるためには、その土台となるデータ基盤の

整備は不可欠であり、政策科学データプラットフォームを構築する必要性を強く感じた。 

しかしながら、政策科学の領域は非常に広範囲であり、かつ様々な省庁も関係する中で、

多くの労力を必要とするデータプラットフォームをいかにして構築するのかは、非常に難

しい課題である。 

本調査は、その第一歩として関係者のニーズや国内外の先進事例を調査しつつ、今後の検

討に向けての進め方の提言を行った。 

本調査の結果がさらに発展し、実際の政策科学データプラットフォームの構築につなが

っていくことになれば、幸いである。 
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